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＜令和６年度 実施状況＞



国土交通省
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R2 R3 R4 R5 R6

随意契約 20件 27件 18件 31件 18件

価格競争 1件 0件 1件 2件 0件

簡易（１：１） 808件 842件 818件 762件 701件

標準（１：２） 234件 221件 242件 223件 241件

標準（１：３） 124件 149件 86件 95件 57件

プロポ 462件 501件 494件 496件 416件
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○ 令和６年度の実施状況は、プロポーザル方式が約３割、総合評価落札方式が約７割で実施。

○ 地整独自の取組で価格競争は災害復旧業務のみ活用、本省の発注方式選定表の価格競争方式を
総合評価落札方式（簡易型１：１）で運用。

（単位：件）

1,649件
1,740件

1,433件

※予定価格100万円未満の少額随契及び単価契約を除く。港湾空港を含む。Ｒ２～Ｒ５年度は３月末時点。Ｒ６年度は、１２月末時点。

総合評価

落札方式

１－①コンサルタント業務等の契約件数の状況（契約方式別）

1,659件

67.2%7.07% 69.7% 69.1%

69.7%

1,609件
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１－②令和６年度 コンサルタント業務等の契約件数の状況（５業種） 

○土木コンサル（発注者支援除く）はプロポ－ザル方式約５割、総合評価落札方式約５割の割合で実施。

○その他の４業種は、総合評価落札方式の契約が多い傾向。

（単位：パーセンテージ）

742件 290件 186件 50件 32件 131件

※予定価格100万円未満の少額随契及び単価契約を除く。港湾空港を含む。 令和６年１２月末時点。 4

総合評価

落札方式

土木コンサル（発注者

支援を除く）

土木コンサル（発注者

支援）
測量 地質 建築コンサル 補償コンサル

随意契約 10件 0件 1件 1件 7件 0件

簡易（１：１） 236件 115件 182件 45件 21件 102件

標準（１：２） 40件 174件 3件 0件 1件 23件

標準（１：３） 52件 1件 0件 0件 0件 4件

プロポ 404件 0件 0件 4件 3件 2件
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プロポ 標準（1：3） 簡易（1：１） プロポ(折線) 標準（1：3）(折線) 簡易（1：１）(折線)

○契約方式別－土木コンサル－平均入札参加者数については、概ね横ばいで推移しているが、
プロポーザル方式の技術提案書提出者数は増加が望ましい。

１－③コンサルタント業務等の契約状況（土木コンサル）

（単位：平均入札参加者数）（単位：件数）

※予定価格100万円未満の少額随契及び単価契約を除く。港湾空港を除く。R２～Ｒ５年度は３月末時点。Ｒ６年度は、１２月末時点。

 プロポーサル方式については、技術提案書提出者数。 5
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○契約方式別－測量－平均入札参加者数については、概ね横ばいで推移。

１－④コンサルタント業務等の契約状況（測量）

（単位：件数）
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（単位：平均入札参加者数）

※予定価格100万円未満の少額随契及び単価契約を除く。港湾空港を除く。R２～Ｒ５年度は３月末時点。Ｒ６年度は、１２月末時点。

 プロポーサル方式については、技術提案書提出者数。
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○契約方式別－地質－平均入札参加者数については、概ね横ばいで推移しているが、プロポーザル
方式の技術提案書提出者数は増加が望ましい。

１－⑤コンサルタント業務等の契約状況（地質）

（単位：件数）
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（単位：平均入札参加者数）

※予定価格100万円未満の少額随契及び単価契約を除く。港湾空港を除く。R２～Ｒ５年度は３月末時点。Ｒ６年度は、１２月末時点。

 プロポーサル方式については、技術提案書時点における提出者数。
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○第４四半期（１～３月）を履行期限としている業務は５０％以上と集中しており、目標未達成の状況。
 翌債・国債等を活用し、業務の履行期限の平準化を図る。

   ※令和６年度業務については、１２月末時点の状況であるため、１月～３月に翌債手続きを行い、
第４四半期完了業務は減る見込み。

完了件数

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 国債・翌債

目標値 15%以上 25%以上 25%以上 35%以下 ２５％以上

R5年度 ６７件 ７１件 １０６件 ３５８件 ３５０件

R6年度 ９０件 １１７件 ２０４件 471件（見込み） 190件(見込み)

１－⑥業務履行期限の平準化状況

目標値

各年度の業務平準化（予定含む）

※土木コンサル、測量、地質調査の３業種を対象（通年業務、発注者支援等及び港湾空港を除く）
 予定価格100万円未満の少額随契及び単価契約を除く。Ｒ５年度は３月末時点。Ｒ６年度は、１２月末時点。

25%以上
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＜令和７年度 実施方針（案）＞
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■ 業団体等からの主な意見（令和６年度）
○履行期限（納期）の平準化と履行期間の確保

○若手・女性・シニアなど多様な技術者の育成・確保のための入札・契約制
度の継続

○国土交通省業務実績のない地域コンサルタントの参入拡大による技術力
向上が図れる仕組み（実施能力評価拡大型）の活用の継続

○地元業者を「本店」とする地理的条件の設定及び災害協定締結の有無の
評価の継続

令和７年度入札・契約、総合評価の実施方針に反映

○労働基準法の改正、施行（平成３１年４月）

・今般働き方改革の一環として労働基準法が改正され、時間外労働の上限や有給休暇の取得義務が法律に規定

○「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」の公布・施行

・公共工事に関する調査等（測量、地質調査その他の調査（点検及び診断を含む。）及び設計）について広く本法律の対象として位置付け（令和元年６月）

・担い手の確保のための働き方改革・処遇改善、地域建設業等の維持に向けた環境整備の改正、新技術の活用等による生産性向上、

公共工事等の発注体制強化 （令和６年６月）

○改正品確法を踏まえた「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」の改正（令和７年２月）

実施方針改定のポイント

○担い手の育成・確保

○ＷＬＢの推進・拡大

■ 発注者の取組
○平準化の取組、地域平準化率(履行期限の分散)

○若手・女性・シニアなど多様な技術者の活用・育成のため
入札・契約制度の継続・推進

○ワーク・ライフ・バランスの推進・拡大

○国土交通省業務実績のない地域コンサルタントの参入拡
大による技術力向上が図れる仕組み（実施能力評価拡大
型）の見直し

○地元企業の育成・確保のため入札・契約制度の継続

入札・契約制度に関する動向と意見

10
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令和６年度 業務関係団体等との意見交換会(主な意見) （１／２）
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《主な意見》 《取組状況》 関係項目
■働き方改革、担い手確保・育成

◇履行期限（納期）の平準化と履行期間の確保
履行期限の平準化については、努めているところ。履行期間についても、適切に設
定して実施の徹底を図っているところ。

・平準化の取組

◇実施結果を踏まえたワークライフバランス改善取組を継続
（「ウィークリースタンス」の取組）

ワーク・ライフ・バランス等を推進する企業を評価していく。
また、「ウィークリースタンス」は、対象を全ての業務に拡大しているところ。

・ワーク・ライフ・バランス等推進企業の評
価【新規】
・業務環境改善（ウィークリースタンス）の
取組徹底

◇若手・女性・シニアなど多様な技術者の活用・育成のための入札・
契約制度の継続

若手・女性・シニアなど多様な技術者の活用・育成のための入札・契約制度の継続
しているところ。

・若手技術者の活用を評価【見直し】

令和７年度に「若手・女性技術者奨励賞（事務所長等表彰）」の制度が創設された
ことを踏まえ、総合評価にて加点するインセンティブの付与を検討していく。

・若手・女性技術者奨励賞（事務所長等表
彰）【新規】

◇積算価格と実勢価格との乖離の是正 現場の実態を把握するため、歩掛かり実態調査への協力をお願いする。 ・単価関連
◇複数年業務における労務単価の見直しについて 複数年業務における労務単価の見直しについては本省に伝えていく。 ・単価関連
◇測量業務の諸経費率の改訂について 現場の実態を把握するため、歩掛かり実態調査への協力をお願いする。 ・積算基準

■技術力による選定

◇難易度の高い業務における総合評価落札方式からプロポーザル方式
への移行や価格競争入札から総合評価落札方式への移行

関東地方整備局では価格競争方式の対象業務を総合評価落札方式（簡易型）に読み
替えて選定している。また、協議調整、地元説明、厳しい施工条件での設計等につ
いては、業務の特性を考慮の上、プロポーザル方式の選定を検討するなど業務内容
に応じた、適切な発注方式選定に努めているところ。

・適正な入札契約方式（発注方式）の選定
【継続】

◇計画系プロポーザル業務の業務規模の改善 適切な規模及び業務内容で発注するよう、各事務所等に周知する。 ー

◇総合評価落札方式における落札価格の改善について
調査基準価格については、令和６年４月１日以降に入札公告等を行う業務を対象
に、一般管理費を10分の4.8⇒5.0を乗じて得た額に改定されたところ。

・積算基準

◇業務成績評定の適切な運用と業務・技術者表彰の運用改善
業務成績評定については、引き続き適切な評価を行っていく。表彰制度については
各地方整備局において、その都度改善や見直しを行っていく。

・業務成績評定点

◇シニア技術者活用の評価について

照査業務のみを行うベテラン技術者は、継続して照査業務を行えるよう、配置要件
の見直しを令和４年８月より実施しているところ。また、「若手・女性技術者奨励
賞（事務所長表彰）」の制度が創設されたことを踏まえ、総合評価に加点するイン
センティブの付与を検討していく。

・照査技術者の配置要件の見直し【継続】

■地元業者の活用

◇国土交通省業務実績のない地域コンサルタントの参入拡大による技
術力向上が図れる仕組みの活用促進

関東地方整備局発注業務の受注実績が無い企業の参入機会の確保を目的として､評価
項目の成績・表彰を省略し、技術的課題を評価する方法として、実施能力評価拡大
型の試行を、令和４年８月より適用しているところ

・総合評価落札方式（簡易型１：１）　実施
能力評価拡大型【見直し】

◇地域性の高い業務について対象地域の本店・支店・営業所の有無に
よる評価及び災害協定締結の有無の評価の継続

地元企業の育成・確保のために、対象地域の本店・支店・営業所の有無による加点
を行う試行を今後も継続していく。また、令和６年８月より、災害活動実績の有無
に加え、災害協定締結の有無を評価する試行を開始。

・地域要件設定（本店縛り・本店、支店又は
営業所縛り）【継続】
・災害協定等に基づく活動実績の評価
【継続】

◇道路及び河川の３次元測量業務及びデータ整備業務の具体的な発注
を促進

引き続き、３次元データの測量及びデータ整備については促進を進めていく。 ・ＤＸ関連

（一社）建設コンサルタンツ協会、（一社）現場技術土木施工管理技士会
（一社）全国測量設計業協会連合会（関東地区協議会及び東京地区協議会）、（一社）全国地質調査業協会連合会・（一社）関東地質調査業協会

：入札手続きに関する事項


各業界要望とりまとめ

		令和６年度 業務関係団体等との意見交換会

		～主な意見のとりまとめ～



		（一社）建設コンサルタンツ協会

		（一社）現場技術土木施工管理技士会　

		（一社）全国測量設計業協会連合会（関東地区協議会及び東京地区協議会）

		（一社）全国地質調査業協会連合会・（一社）関東地質調査業協会　



				《主な意見》		《取組状況》 トリクミ ジョウキョウ		関係項目 カンケイ コウモク

				■働き方改革、担い手確保・育成

				◇履行期限（納期）の平準化と履行期間の確保		履行期限の平準化については、努めているところ。履行期間についても、適切に設定して実施の徹底を図っているところ。		・平準化の取組 ヘイジュンカ トリクミ

				◇実施結果を踏まえたワークライフバランス改善取組を継続
（「ウィークリースタンス」の取組）		ワーク・ライフ・バランス等を推進する企業を評価していく。
また、「ウィークリースタンス」は、対象を全ての業務に拡大しているところ。 トウ スイシン キギョウ ヒョウカ		・ワーク・ライフ・バランス等推進企業の評価【新規】
・業務環境改善（ウィークリースタンス）の取組徹底 トウ スイシン キギョウ ヒョウカ シンキ

				◇若手・女性・シニアなど多様な技術者の活用・育成のための入札・契約制度の継続		若手・女性・シニアなど多様な技術者の活用・育成のための入札・契約制度の継続しているところ。		・若手技術者の活用を評価【見直し】 ワカテ ギジュツシャ カツヨウ ヒョウカ ミナオ

						令和７年度に「若手・女性技術者奨励賞（事務所長等表彰）」の制度が創設されたことを踏まえ、総合評価にて加点するインセンティブの付与を検討していく。 レイワ ネン ド ソウゴウ ヒョウカ カテン フヨ ケントウ		・若手・女性技術者奨励賞（事務所長等表彰）【新規】 シンキ

				◇積算価格と実勢価格との乖離の是正		現場の実態を把握するため、歩掛かり実態調査への協力をお願いする。		・単価関連 タンカ カンレン

				◇複数年業務における労務単価の見直しについて		複数年業務における労務単価の見直しについては本省に伝えていく。 ホンショウ ツタ		・単価関連 タンカ カンレン

				◇測量業務の諸経費率の改訂について		現場の実態を把握するため、歩掛かり実態調査への協力をお願いする。		・積算基準 セキサン キジュン

				■技術力による選定

				◇難易度の高い業務における総合評価落札方式からプロポーザル方式への移行や価格競争入札から総合評価落札方式への移行		関東地方整備局では価格競争方式の対象業務を総合評価落札方式（簡易型）に読み替えて選定している。また、協議調整、地元説明、厳しい施工条件での設計等については、業務の特性を考慮の上、プロポーザル方式の選定を検討するなど業務内容に応じた、適切な発注方式選定に努めているところ。 ヨ カ センテイ		・適正な入札契約方式（発注方式）の選定【継続】 ケイゾク

				◇計画系プロポーザル業務の業務規模の改善		適切な規模及び業務内容で発注するよう、各事務所等に周知する。		ー

				◇総合評価落札方式における落札価格の改善について カカク		調査基準価格については、令和６年４月１日以降に入札公告等を行う業務を対象に、一般管理費を10分の4.8⇒5.0を乗じて得た額に改定されたところ。		・積算基準

				◇業務成績評定の適切な運用と業務・技術者表彰の運用改善		業務成績評定については、引き続き適切な評価を行っていく。表彰制度については各地方整備局において、その都度改善や見直しを行っていく。 ヒ ツヅ ヒョウカ オコナ ヒョウショウ セイド カクチホウ セイビキョク オコナ		・業務成績評定点 ギョウム セイセキ ヒョウテイ テン

				◇シニア技術者活用の評価について		照査業務のみを行うベテラン技術者は、継続して照査業務を行えるよう、配置要件の見直しを令和４年８月より実施しているところ。また、「若手・女性技術者奨励賞（事務所長表彰）」の制度が創設されたことを踏まえ、総合評価に加点するインセンティブの付与を検討していく。		・照査技術者の配置要件の見直し【継続】 ケイゾク

				■地元業者の活用

				◇国土交通省業務実績のない地域コンサルタントの参入拡大による技術力向上が図れる仕組みの活用促進 コクド コウツウショウ ギョウム ジッセキ サンニュウ カクダイ カツヨウ		関東地方整備局発注業務の受注実績が無い企業の参入機会の確保を目的として､評価項目の成績・表彰を省略し、技術的課題を評価する方法として、実施能力評価拡大型の試行を、令和４年８月より適用しているところ		・総合評価落札方式（簡易型１：１）　実施能力評価拡大型【見直し】 ミナオ

				◇地域性の高い業務について対象地域の本店・支店・営業所の有無による評価及び災害協定締結の有無の評価の継続 セイ タカ ギョウム タイショウ チイキ ホン ヒョウカ オヨ ケイゾク		地元企業の育成・確保のために、対象地域の本店・支店・営業所の有無による加点を行う試行を今後も継続していく。また、令和６年８月より、災害活動実績の有無に加え、災害協定締結の有無を評価する試行を開始。 コンゴ ケイゾク		・地域要件設定（本店縛り・本店、支店又は営業所縛り）【継続】
・災害協定等に基づく活動実績の評価
【継続】 ケイゾク ケイゾク

				◇道路及び河川の３次元測量業務及びデータ整備業務の具体的な発注を促進		引き続き、３次元データの測量及びデータ整備については促進を進めていく。		・ＤＸ関連 カンレン

				■品質の確保・向上

				◇「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」と「業務推進審査会」を活用した適切な設計変更の継続《建コン》 ホソク シリョウ ギョウム スイシン シンサカイ カツヨウ テキセツ セッケイ ヘンコウ ケイゾク		「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」、「業務推進審査会」を活用して適切な設計変更を継続しているところ。 ホソク シリョウ カツヨウ ケイゾク		・設計変更 セッケイ ヘンコウ

				◇事業促進PPP業務の発注条件について、費用の適正化、官民の役割分担の明確化、請負契約から準委任契約等への改善及び常駐・専任義務の緩和、工区内設計業務の受注緩和の継続《建コン》 オヨ ケイゾク		事業促進ＰＰＰ ガイドラインに沿って運用しているところ。費用の適正化については本省に伝えていく。 ソ ウンヨウ ホンショウ ツタ		・事業促進PPP業務 ジギョウ ソクシン ギョウム

				◇受発注者合同現地踏査の実施《建コン》		合同現地踏査については、重要構造物に関する詳細設計については原則実施、その他の設計業務についても、現地踏査が有効な業務については、積極的に実施することとしている。また、平成２９年度より、地質技術者の参画の試行も加えて実施しているところ。 ゴウドウ ゲンチ トウサ ヘイセイ ネンド チシツ ギジュツシャ サンカク シコウ クワ ジッシ		・合同現地踏査 ゴウドウ ゲンチ トウサ

				◇設計条件明示チェックシートの効果的な運用・活用《建コン》		引き続き入札公告時に条件明示チェックシート提示する試行を実施していくところ。 ヒ ツヅ		・設計条件明示チェックシート セッケイ ジョウケン メイジ

				◇設計照査（的確な条件設定と確認、照査の充実等）《建コン》		設計照査については、照査体制の強化として「赤黄チェック」の取り組みを実施しているところ		・照査体制の強化 ショウサ タイセイ キョウカ

				◇工事発注時チェックシートの活用継続《建コン》		工事発注時チェックシートについては、試行を実施しているところ。 ジッシ		・工事発注時チェックシート コウジ ハッチュウジ

				◇詳細設計における各工種の設計目的・設計条件・成果内容の明確化と適切な費用計上（指定仮設・任意仮設）《建コン》		「土木設計業務変更ガイドライン補足資料」に指定仮設・任意仮設の取扱に関する具体的な設計変更事例を追加予定。		・設計変更 セッケイ ヘンコウ

				◇詳細設計から工事に至る段階（三者協議を含む）でのコンサルタント業務の適切な運用《建コン》		「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」、「業務推進審査会」を活用して適切な設計変更を継続しているところ。		・設計変更 セッケイ ヘンコウ

				◇建設事業各段階における地質リスク調査検討業務の継続的な発注及び多岐事業分野への展開《全地連》		地質・地盤に関わる不確実性の影響により事業への影響が大きいと見込まれる場合は、適切に業務を実施していくところ。

				■ＤＸの推進

				◇DX 環境の整備（技術基準類の電子化、テレワーク・WEB 会議の推進）《建コン》		技術基準類の電子化及び業務ＷＥＢ会議推進の要望については本省に伝えていく。 ギジュツ キジュン ルイ デンシカ オヨ ギョウム カイギ スイシン ヨウボウ ホンショウ ツタ		・ＤＸ関連 カンレン

				◇発注者側のi-con及びBIM/CIMに関する目的や内容の認識・技術力向上及び技術的な側面での充実・改善《技士会》		受発注者双方でBIM/CIMに関する認識・技術力向上に努めているところ。		・ＤＸ関連 カンレン

				◇インフラ各分野における三次元デジタルデータの整備促進《全地連》		BIM/CIMを活用することで、受発注者双方の業務効率化・高度化が図られること及び測量・地質調査段階から３次元データの作成・活用を行うことを位置付けているところ。		・ＤＸ関連 カンレン

				◇BIM/CIM推進に向けた双方による勉強会・意見交換会の開催継続《全地連》		引き続き、BIM/CIMに関する勉強会等による連携を行う。 オコナ		・ＤＸ関連 カンレン

				■その他

				◇広域（複数の発注者）にまたがる災害対応マネジメントに対する受発注者協働での支援体制・仕組みの整備・充実《建コン》		災害時における業務の一時中止や工期延期等について引き続き適切に対応しているところ。 サイガイ

				◇企業経営の安定と処遇改善に向け、引き続き分離発注の維持と、地質調査の「安定的な発注量の確保」《全地連》		今後も必要かつ十分な公共事業予算の安定的・持続的な確保に取り組むとともに、要望等を踏まえ、適切な予算配分に努めていく。
「分離発注」については、入札･契約、総合評価の実施方針により業務区分に応じた分離発注を原則として実施しているところ。

				◇発注者支援業務の公告時期の前倒し《技士会》 ハッチュウシャ シエン ギョウム コウコク ジキ マエダオ ギシ カイ		本省より送付される実施要領に則って局内及び各事務所と調整を行い、公告時期の見直しを検討していく。







































































建コン協会　R06回答





		令和６年度　建設コンサルタント業務の諸課題に関する意見交換会　関東地方整備局　回答

						赤字：地整重点項目　　緑地：口頭回答項目 アカジ チセイ ジュウテン コウモク ミドリジ コウトウ カイトウ コウモク

		項目 コウモク				要　　　望 ヨウ ノゾミ		回　　　　　答 カイ コタエ		備考 ビコウ		担当 タントウ

		1章．担い手確保・育成のための環境整備 ショウ		1.1.建設産業全体の働き方改革と生産性向上に向けた受発注者協働による取組み推進・強化

		1.1.1.履行期限(納期)の平準化と標準履行期間の確保への取組み強化

　関東地方整備局では、建設コンサルタント業務の年度早期の業務発注や年度繰越（当初・変更後）を活用した納期分散に取り組んでいただいているところです。さらなる納期分散の実現のため、設計変更後の目指すべき納期目標と整合を図った施策の強化と計画的展開をお願いします。

① 業務の納期分散の実現、目指すべき納期目標※（本省、地整、地方自治体）
　　※ 納期目標（設計変更後）
           第１ 四半期20％程度、第２ 四半期30％程度、第３ 四半期15％程度、第４ 四半期35％程度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3 月15％以内）
　　　　  翌債･国債の活用を年度に契約する件数割合25％以上
　  ※ 【R5 関東地整目標】
　　  　　第１ 四半期15％以上、第２ 四半期25％以上、第３ 四半期25％以上、第４ 四半期35％以下
　　　  　翌債・国債等25％以上

② 納期分散目標を実現するための施策※の展開（本省、地整、地方自治体）
　　※ ゼロ国債、2 か年国債等国債、秋納期となる翌債の活用、繰越の柔軟な運用、
　　　　前倒し発注等発注時期分散化、適切な履行期間の確保、履行期限の延期

③ プロポーザル方式・総合評価落札方式業務の公示・提案時期の分散化（地整、地方自治体）

④ 業務スケジュール管理表に基づく的確な契約管理（地整、地方自治体）
		①履行期限の平準化は、繁忙期と閑散期の業務量の差を少なくし、年度末の業務集中の回避に寄与するものであることから、関東地方整備局としても重要だと認識しております。
　 国土交通本省の令和６年度重点方針が発出され、関東地方整備局においても準じているところです。
　 第１四半期は１５％以上、第２四半期は２５％以上、第３四半期は２５％以上、第４四半期 ３５％以下、翌債・国債等２５％以上を目標とし、整備局・各事務所で取り組んでいます。
　 令和５年度については、第４四半期の設定目標は３５％以下であったものが、実績が５９％、うち３月は４２％と目標達成には至りませんでした。国債・翌債等の繰越しの活用については、Ｒ５年度には４１％程度実施しており、令和６年度の平準化に寄与してくると考えておりますが、引き続き推進して参ります。

②履行期限の平準化については、令和６年度に『設計業務等の品質確保対策及び入札契約方式等の改善』重点方針の《関東方針》を作成の上、各部・各事務所長等あてに企画部長通知を発出したところです。平準化に係る具体的な取組は以下のとおりですが、現在、実施上の課題・実態把握等のフォローアップを行っているところであり、結果を踏まえながら目標達成に向けた検討を行って参ります。
　　《参考　関東方針（案）　具体的な取組》
　　　取組１　第２～３四半期に契約する業務は発注前の翌債申請による履行期限の再検討を実施。
　　　取組２　不調、不落による再公示および発注時期が遅延する場合、翌再手続きにより適正な履行期間を確保
　　　取組３　繰越業務の工期を変更する必要が生じた場合においても、第４四半期まで履行期限を延伸しない
　　　取組４　国債（ゼロ国債、平準化国債）を活用し第４四半期を履行期限としない。
　　　取組５　通年業務の履行時期の見直し（平準化国債）

③年度末の集中を避けるため、予算成立を前提とした入札公示の前倒しや翌債・国債の活用を進めて参ります。
　 また、履行期限の平準化に向けた取り組みも行って参ります。

④発注時の履行期間については、設計業務等標準積算基準書により適切に設定するとともに、条件明示も実施の徹底を図っております。
　業務着手後については、進捗状況や課題等を受発注者で共有するためのツールである「業務スケジュール管理表」を用い、業務の適確な進捗管理を図っております。　業務着手後に工程が大きく遅れるような事態であることが判明した場合は、関東地方整備局が独自に制度化した、受発注者双方の発議で開催できる「業務推進審査会」を活用し、受発注者了解による適切な変更契約につなげており、この取組を継続して参ります。 レイワ ネンド ヘイジュンカ キヨ カンガ ヒ ツヅ スイシン マイ レイワ ネンド サクセイ ウエ カクブ カク ジムショ チョウ トウ キカク ブチョウ ツウチ ハッシュツ ヘイジュンカ カカ イカ ゲンザイ ジッシ ウエ ケッカ フ オコナ トリクミ クリコシ ギョウム コウキ ヘンコウ ヒツヨウ ショウ バアイ ダイ シハンキ リコウ キゲン エンシン ハンメイ		資料－１
P２







資料－２－①
（参考資料）
P1













資料－１
P3 シリョウ シリョウ		技術管理課
①②③技術審査係
④基準第二係

						1.1.2.受発注者協働によるワークライフバランスの更なる改善に向けての施策の推進・強化

  関東地方整備局では、H30 年から業務環境改善の方策を開始し、R3 年度からは「業務環境実施要領」として、「ウィークリースタンス」の全業務への適用と、実施報告の局提出義務化を開始していただきました。今後も実施結果を踏まえ、ワークライフバランス改善推進への取り組み継続と、好事例として地方自治体への水平展開の更なる推進をお願いします。

① 「ウィークリースタンス」の確実な推進と地方自治体への展開の一層の強化

② 深夜・休日勤務につながる業務指示・待機指示の削減・手戻り発生の排除（計画系業務）
   深夜・休日勤務につながる業務指示・待機指示の削減
   特記仕様書への具体的な記述（関東地方整備局においては記述をしていただいています。）
   実態に即した適切な費用計上

③ 業務スケジュール管理表及びワンデーレスポンスの実施等の徹底

④ 入札・契約関連書類の統一ならびに簡素化による事務負担軽減		　関東地方整備局では、担い手確保・働き方改革・品質確保等に資する各種取組について、積極的に取り組んでいるところです。
　「ウィークリースタンス」につきましては、令和３年３月に実施要領を策定済みであり、対象を全ての業務に拡大済みです。
　令和５年度の実施状況報告結果では、令和３年度原則実施とした５つの取組項目について、「水曜日は定時帰宅を心がける(ウェンズデー・ホーム)」が８２％だったものの、その他4項目については９０％以上が「実施できた」との回答であり、ウイークリースタンスは適切に実施しており、良好な実施状況であると認識しております。
 　業務完了後に、受注者より実施状況報告を提出いただく取組を令和５年度までとしておりましたが、この取組を今年度以降も継続して参ります。
　更なる取組改善に向けては、現場の実態を把握することが重要ですので、貴協会から協会所属の各社への取組の理解、及び提出の呼びかけの強化を引き続きお願いしたいと思います。

①関東地方整備局管内の自治体に対しましては、国や地方公共団体等で構成される「関東ブロック発注者協議会」において、関東ブロック独自指標として、ウィークリースタンス実施調査結果について、取組の見える化を行い、指標の解説および取組状況を紹介しており、引き続き、この取り組みを継続して参ります。

②ウィークリスタンスの原則実施5項目の中に「土日に休暇が取れるよう金曜に依頼しない(フライデー・ノーリクエスト)」があり、令和５年度実施状況報告では９１％が実施できたとの回答でした。深夜や休日対応が生じないよう、事前に作業内容や時期を明確にするなど計画的な業務の進捗に取り組むよう、事務所等へ周知・指導して参ります。

③「業務スケジュール管理表」は、すべての業務において特記仕様書に記載し、工程管理に取り組んでおります。「ワンデーレスポンス」についても、毎年、適切に実施するよう事務所に周知しており、引き続きこの取組の徹底を指導して参ります。

④入札・契約関連書類の統一ならびに簡素化による事務負担軽減の取組については、「クラウドを活用した資料閲覧」や「入札公告資料の合理化」、「一括審査方式の導入」、「実施能力を評価した選定の更なる簡素化」等これまでも取り組んできたところです。適切に継続して参ります。

 スイヨウビ テイジ キタク ココロ タ コウモク ジッシ カイトウ ヒ ツヅ ケイゾク ゲンソク ジッシ コウモク ナカ ドニチ キュウカ ト キンヨウ イライ レイワ ネンド ジッシ ジョウキョウ ホウコク ジッシ カイトウ シンヤ キュウジツ タイオウ ショウ ジゼン サギョウ ナイヨウ ジキ メイカク ケイカクテキ ギョウム シンチョク ト ク ジムショ トウ シュウチ シドウ マイ ギョウム トッキ シヨウショ キサイ コウテイ カンリ ト ク マイトシ ジムショ シュウチ ヒ ツヅ ニュウ カツヨウ シリョウ エツラン ニュウサツ コウコク シリョウ イッカツ シンサ ホウシキ ドウニュウ ジッシ ノウリョク ヒョウカ センテイ サラ カンソカ ナド		









資料－２－①
（参考資料）
P２～１７









資料－１
P４～７ シリョウ		技術管理課
　基準第二係

				1.2.人材の確保・育成		1.2.1.若手・女性・シニアなど多様な技術者の活用・育成（地整、地方自治体）
  
    関東地方整備局では、総評業務における若手技術者配置の加点、産休・育休期間を考慮した業務実績評価対象期間延長などに取り組んでいただいています。さらにR4 年からシニア技術者等の活用を促す「照査技術者の配置要件の見直し：総評・プロポ業務審査において照査技術者としての実績、照査技術者業務の評価点を追加する総評評価の仕組み」を導入いただきました。今後も、若手・女性・シニア技術者の活用・育成のための入札・契約制度の継続をお願いします。

① 契約・評価制度※の改善の継続
     ※ 若手：プロポーザル方式・総合評価落札方式において、基礎点が低い(経験が浅い）
          若手技術者でも担当技術者として配置し易い評価方法など
     ※ 女性：担い手（女性）育成支援：女性を含めた様々な技術者が係る制度の試行・改善など
     ※ シニア：照査技術者を継続できる評価制度、管理技術者実績ではなく照査技術者実績を
          評価・考慮する制度など
     ※ 育休：管理技術者が短期間の育休をとる場合に、育休期間終了後に管理技術者に復帰できる
          取組みの好事例の水平展開

② 表彰制度の改善の継続
    若手・女性技術者の技術力向上・モチベーションアップにつながるような表彰制度の水平展開		①平成２７年度より若手技術者（３５歳以下、又は４０歳以下）を管理技術者として配置する場合に加点評価する試行や、平成２８年度からは出産や育児等による休業期間を遡って評価対象期間とする試行を行っており、今後も継続して推進して参ります。
　また、令和４年８月からは照査技術者の実績を評価する取組を導入しているところです。

②令和７年度以降となりますが、「若手・女性技術者奨励賞（事務所長等表彰）」の制度が創設されたことを踏まえ、管理技術者、主任技術者または担当技術者で、３５歳以下(3月31日時点)の若手技術者もしくは女性技術者の受賞者を対象として、総合評価にて加点するインセンティブの付与を検討して参ります。
 ヘイセイ ネンド サイ イカ マタ カンリ ヘイセイ ネンド レイワ ネン ガツ ヒョウカ トリクミ レイワ ネンド イコウ ワカテ ジョセイ ギジュツシャ ショウレイショウ ジム ショチョウ トウ ヒョウショウ セイド ソウセツ フ カンリ ギジュツシャ シュニン ギジュツシャ タントウ ギジュツシャ サイイカ ガツ ニチ ジテン ワカテ ギジュツシャ ジョセイ ギジュツシャ ジュショウシャ タイショウ ソウゴウヒョウカ カテン フヨ ケントウ マイ		資料－１
P８～１０



資料－１
P１１		技術管理課
　技術審査係

技術管理課
　技術検査係
※②のみ

				1.3. 適切な費用計上		1.3.1.積算価格と実勢価格との乖離の是正（地整、地方自治体）

  点検・診断業務における、積算時の現地条件等の配慮と仕様や積算条件の明確化
  橋梁補修・補強設計における、設計条件の明確化		　点検・診断、補修・補強設計については、引き続き、特記仕様書への条件明示を適切に行って参ります。
　積算価格と実勢価格との乖離については、現場の実態を把握することが重要ですので、歩掛かり実態調査への協力をお願い致します。貴協会から協会所属の各社へ調査への協力の呼びかけをお願い致します。 ブ カ ジッタイ チョウサ キョウリョク ネガ イタ チョウサ キョウリョク イタ				技術管理課
　基準第二係

		２章．技術力による選定 ショウ		2.1.（国）プロポーザル方式・総合評価落札方式等の的確な運用・改善		2.1.1. 業務の内容に応じた適切な発注方式の選定

　関東地方整備局では、総合評価落札方式における技術評価点の差の明確化に取り組んでいただいています。現状では評価点差が小さく、参加企業は調査基準価格付近での入札が多い認識です。
技術評価点の差の明確化やより技術力が競えるプロポーザル方式の増加の取組みの継続をお願いします。

① 技術力による選定方式の着実な増加（地整）
　 技術力が競えるよう、プロポーザル方式の増加を主眼に、業務内容に応じた適正な発注方式の選定
　 難易度の高い業務における総合評価落札方式からプロポーザル方式への移行業務の追加
　 価格競争入札から総合評価落札方式への移行業務の追加
② 斜め象限図の適切な運用（本省、地整）
　 新たな業務への対応や技術的難易度の実態を考慮した、受発注者協働での検討による斜め象限図の更新
　 斜め象限図を補完するチェックリスト等の活用ツールの充足
　 建コン協会で作成した斜め象限図を補完するチェックリストの周知と活用		①業務発注にあたっては、国土交通本省が発出している「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン」を準用し、関東地方整備局では、価格競争方式の対象業務を総合評価落札方式（簡易型）に読み替えて、業務内容に応じた発注方式の選定を行っております。また、土木建設コンサルタント業務では、プロポーザル方式による発注が、件数、金額ともに全体の約３割となっております。
なお、協議調整、地元説明、厳しい施工条件での設計等については、業務の特性を考慮の上、プロポーザル方式の選定も検討することとしているところですが、実務者WGでのご意見を踏まえ、令和６年度版のガイドラインに明記したところです。
　今後も、個々の業務の特性や難易度等を十分勘案し、業務内容に応じた適切な発注方式の選定を進めて参ります。

②斜め象限図についても、「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン（本省）」を準用しているところであり、価格競争方式を総合評価落札方式（簡易型）で運用しています。更新等のご要望については本省に伝えて参ります。 キョウギ チョウセイ ジモト セツメイ キビ セコウ ジョウケン セッケイ トウ ギョウム トクセイ コウリョ ウエ ホウシキ センテイ ケントウ ジツムシャ イケン フ レイワ ネン ド バン メイキ ナナ ショウゲン ズ ホンショウ カカクキョウソウ ホウシキ ソウゴウヒョウカラクサツ ホウシキ カンイガタ ウンヨウ コウシン トウ ヨウボウ ホンショウ ツタ マイ		資料－１
P１２～１４






資料－２－①
（参考資料）
P１８		技術管理課
　技術審査係

						2.1.2.計画系プロポーザル業務の業務規模の改善（地整）		業務の発注に当たっては、適切な規模及び業務内容で発注するよう、各事務所等に周知して参ります。				技術管理課
　技術審査係

						2.1.3.総合評価落札方式における落札率の改善（地整）		調査基準価格については、令和６年４月１日以降に入札公告等を行う業務を対象に、一般管理費を10分の4.8⇒5.0を乗じて得た額に改定されたところです。落札率についても留意して参ります。 チョウサ レイワ ネン ガツ ニチ イコウ ニュウサツ コウコクトウ オコナ ギョウム タイショウ イッパン カンリヒ ブン ジョウ エ ガク カイテイ ラクサツ リツ リュウイ マイ		資料－１
P１５		技術管理課
　基準第二係

						2.1.4. 業務成績評定の適切な運用と業務・技術者表彰の運用改善（本省、地整）

① 業務成績評定の運用改善
　 地方整備局間の格差を是正するなど統一的運用
　 事務手続きに関する改善(業務成績評定の速やかな細目を含めた通知）
② 業務・技術者表彰の運用改善
　 業務・技術者表彰の表彰数について、地方整備局間での統一的運用
　 表彰における選定基準、表彰付与の考え方などの開示
　 プロポーザル・総合評価落札方式における表彰の取り扱いは、「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン（平成27 年11 月）」に示される考え方に沿って、地方整備局間での統一的運用		　①業務成績評定については、全地整共通の「地方整備局委託業務等成績評定要領」に基づき評価を行っております。引き続き適切な評価を行うよう努めて参ります。当地整では業務完了後、業務成績評定結果について速やかに通知を行っております。引き続き速やかに通知を行うよう努めて参ります。

　②表彰制度については、発注件数、地域性などを考慮して、各地方整備局によって、その都度改善や見直しが行われることが適切と考えております。
　また、優良業務及び優秀技術者表彰は、表彰対象年度に完了した業務の中から、その業務成果及び業務への取り組み方が優秀であり、他の模範となる業務を対象に表彰させていただくものですので、受注された業務を適切に完了いただくことで成績評定点等により総合的に評価しております。 ゼン チセイ キョウツウ		資料－２－①
（参考資料）
P１９		技術管理課
　技術検査係 ギジュツ ケンサ ガカリ

						2.1.5. 国土交通省登録資格組合せ評価試行の適切な運用（本省）

① 令和４年度および令和５年度試行結果を踏まえた適切な対応
　 令和5 年度試行状況の共有
　 RCCM 資格の適正な評価と組み合わせ加点する資格の適切な選定
　 計画的に資格取得ができるよう、RCCM 資格以外の資格の評価方針の事前公開
　 本格導入については、余裕を持ったスケジュールでの導入
　 RCCM 資格を他の国土交通省登録資格より高い評価とする
　 RCCM 資格について、技術士と同様に、他の国土交通省登録資格と組み合わせて評価						技術管理課
　技術審査係

				2.2.（地方自治体）発注方式の改善		2.2.1.業務の内容や地域の実情等に応じた、技術力を基本とした発注方式の選定（地方自治体）

 斜め象限図の周知と適用促進
 技術力による選定・発注方式（プロポーザル方式・総合評価落札方式）の導入促進、発注増加
 技術力評価を適正に行うための、業務成績評定や業務・技術者表彰の導入促進		※都県政令市が回答				都県政令市

						2.2.2.見積徴取時の予定価格設定方法の改善と見積徴取時の歩掛の事前開示（地方自治体）

 最低値を採用している地方自治体において、平均値または最頻値の採用		※都県政令市が回答				都県政令市

						2.2.3.最低制限価格制度導入の徹底および予定価格の事後公表の拡大（事前公表の撤廃）
（地方自治体）		※都県政令市が回答				都県政令市

						2.2.4. 入札参加資格への建設コンサルタント登録制度の活用（地方自治体）

 入札参加資格において「建設コンサルタント登録」を必須条件とする審査制度		※都県政令市が回答				都県政令市

		２章．技術力による選定 ショウ		2.3（国・地方自治体）地域の担い手づくりのための地域コンサルタントの活用の拡大と
育成		2.3.1.地域コンサルタントの技術力向上が図れる仕組みの導入促進（地整、地方自治体）

    関東地方整備局では、R5 年から試行されている「実施能力を評価した選定（実施能力評価拡大型）：評価項目として国交省業務の成績・表彰を省略」により、国交省業務実績のない地域コンサルタントの参入拡大が図られています。今後も、継続拡大をお願いします。		　関東地方整備局発注業務の受注実績が無い企業の参入機会の確保を目的として､評価項目の成績・表彰を省略し、技術的課題を評価する方法として、実施能力評価拡大型の試行を、令和４年８月より適用しているところであり、引き続き継続して参ります。
　 ヒョウカ コウモク セイセキ ヒョウショウ ショウリャク ヒ ツヅ ケイゾク マイ		資料－１
P１６～１８		技術管理課
　技術審査係

						2.3.2.地域コンサルタントが実施することにより一層の品質向上が期待できる業務等に対する入札契約制度の工夫改善の推進（地整、地方自治体）

    関東地方整備局では、地域性の高い業務について対象地域の本店・支店・営業所の有無による
加点を行う総合評価落札方式の試行が導入されています。また、R6 年より総合評価落札方式にお
いて災害協定締結の有無を評価する取組みも始まりますので、今後も継続拡大をお願いします。

 国土交通省業務における地方自治体の業務実績の活用促進		地元企業の育成・確保のために、対象地域の本店・支店・営業所の有無による加点を行う試行を実施中であり、引き続き取組を継続して参ります。
また、令和６年８月以降に公示する総合評価落札方式においては、災害活動実績の有無に加え、災害協定締結の有無を評価する試行を開始しております。今後も試行データを蓄積・分析の上、貴協会のご意見をいただきながら、試行の継続拡大について検討して参ります。 ジッシチュウ レイワ ネン ガツ イコウ コウジ ソウゴウヒョウカ ラクサツ ホウシキ サイガイ カツドウ ジッセキ ウム クワ サイガイ キョウテイ テイケツ ウム ヒョウカ シコウ カイシ コンゴ シコウ チクセキ ブンセキ ウエ シコウ ケイゾク カクダイ		資料－１
P１９～２１

				2.4. 適切な設計変更		2.4.1. 「土木設計業務等変更ガイドライン」の補足資料の策定と適切な設計変更（地整）

  関東地方整備局では、（一社）建設コンサルタント協会関東支部と連携して、条件明示・設計変更事例等を記載した「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」を作成いただきました。また、設計変更内容を審査する「業務推進審査会」の仕組みを導入いただき、適切な設計変更をしていただいています。今後も取り組みに基づく確実・適切な設計変更をお願いします。

① 土木設計業務等変更ガイドラインの理解を促す補足資料の全地整での策定と運用の徹底に基づく確実・適切な設計変更※
   ※設計変更例：打合せ協議書、指示書、特記仕様書などの内容の明確化による作業量に応じた費用の支払い、条件設定遅れに応じた履行期限の延期など		　設計変更にあたっては、「土木設計業務等変更ガイドライン」に基づき実施するとともに、関東地方整備局が独自に制度化している「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」、「業務推進審査会」を活用して、引き続き適切な設計変更に努めて参ります。		資料－２－①
（参考資料）
P２０～２１		技術管理課
　基準第二係

				2.5. 新たな契約制度への対応		2.5.1. 生産性向上と品質向上に資する新たな事業推進形態の拡大と制度改善（本省、地整）

  関東地方整備局では、R2年から事業促進PPP業務の発注条件について、常駐・専任義務の緩和、工区内設計業務の受注緩和に取り組んでいただきました。今後も継続してそれらの仕組みを活用するとともに、費用の適正化（技術者区分の適正化、柔軟な設計変更）、官民の役割分担の明確化、請負契約から準委任契約等への改善をお願いします。

① 監理業務（PM･CM）、事業促進PPP の拡大と制度改善
  事業促進PPP、PM/CM における費用の適正化（技術者区分の適正化、柔軟な設計変更）
  官民の役割分担の明確化
  請負契約から準委任契約等への改善
  技術的難易度や早期開通などの事業条件を考慮した費用の設定
  監理業務（PM･CM）：平常時での適用拡大
  事業促進PPP： 「受注制限緩和」「常駐・専任緩和」の取組みの水平展開
		　国土交通省直轄の事業促進ＰＰＰ ガイドライン（R6.4一部改正）において、『事業促進ＰＰＰは、全体事業計画の整理、測量・調査・設計業務等の指導・調整、地元及び関係行政機関等との協議、事業管理、施工管理、BIM/CIM（統合モデル）活用支援等のマネジメント業務を直轄職員が柱となり、受発注者が一体となって実施する。なお、予算管理、契約、最終的な判断・指示は発注者の権限とする』とされていることを踏まえ、ガイドラインに沿って運用しているところです。
　今後も、貴協会等のご意見・ご協力を頂きながら、官民協働による効率的な事業推進のため、本取組を進めて参ります。また、費用の適正化については国土交通本省に伝えて参ります。
なお、「受注制限緩和」、「常駐・専任緩和」等の関東地方整備局の取組については、R6.4に本省主催の会議の場で他の地方整備局に紹介させていただいております。 セコウ カンリ トウゴウ カツヨウ シエン トウ ギョウム ジュチュウ セイゲン カンワ ジョウチュウ センニン カンワ トウ カントウ チホウ セイビキョク トリクミ ホンショウ シュサイ カイギ バ タ チホウ セイビキョク ショウカイ		資料－１
P２２～２６		技術管理課
　技術審査係

						2.5.2. 設計者・施工者連携方式の検討等合理的な入札契約制度の選定（本省、地方自治体）

① ＥＣＩ方式の拡大と制度改善
  ＥＣＩ適用範囲の拡大について、国のガイドラインへの記載
  橋梁修繕の他、災害対応も含め適用拡大
  設計段階において施工上の課題や対応に関する意見交換を、発注者・設計者・施工者の三者で行う取組みの好事例の水平展開		※都県政令市が回答				都県政令市

		３章．品質の確保・向上		3.1. 受発注者それぞれの役割を踏まえたエラー防止への取組み		3.1.1. 受発注者合同現地踏査の実施（地整、地方自治体）

 合同現地踏査の継続的実施
 地質情報の不確実性が高い現場では、必要に応じ地質技術者の参加への配慮		・「合同現地踏査」については、重要構造物に関する詳細設計については原則実施、その他の設計業務についても、現地踏査が有効な業務については、積極的に実施することとしており、受発注者協議により、複数回実施することも可能としております。毎年、各事務所等にも周知しており、引き続き、この取組み実施するように努めて参ります。
・地質技術者の参画については、平成29年度より、発注者と土木設計業務等受注者が合同で行う現地踏査や、発注者、土木工事及び土木設計業務等受注者で実施する三者会議に地質技術者が参画する試行を実施しております。毎年、各事務所等にも周知しており、引き続き、この試行を実施するように努めて参ります。 ゲンチ トウサ ギョウム セッキョクテキ フクスウカイ ジッシ カノウ サンカク ヘイセイ ネン シコウ		資料－１
P２７


資料－１
P２８		技術管理課
　基準第二係

						3.1.2.設計条件明示チェックシートの効果的な運用・活用（地整）

 関東地方整備局では、条件明示チェックシートの総合評価落札方式の技術審査段階での公表に取り組んでいただいています。今後、出来るだけ多くの詳細設計業務を対象にした条件明示チェックシートの審査段階公表業務数の拡大と、業務内における確実な条件明示チェックシートの提示をお願いします。

 条件明示チェックシートの積極的な周知・活用促進
 施策例：業務公示時の特記仕様書に添付するなど契約図書として明確化
              ：ガイドラインへの記載
              ：建コン協会作成リーフレットの現場への配布

馬場　孝之: 【確認】
「ガイドラインへの記載」とは何のガイドライン？）		「条件明示チェックシート」については、試行として1事務所1件の実施、及びその実施結果、活用状況の報告をお願いしているところです。
毎年、適切に実施するよう、各事務所等にも周知しており、条件明示チェックシートの積極的な周知・活用促進のため、引き続きこの取組を実施するように努めて参ります。
		資料－１
P２９		技術管理課
　基準第二係

						3.1.3.設計照査（的確な条件設定と確認、照査の充実等）（地整）

 照査項目や対象工種の追加など継続的な照査要領の充実		「設計照査」については、照査体制の強化として平成28年度より詳細設計業務を対象に、「赤黄チェック」の取り組みを実施しているところです。
毎年、適切に実施するよう各事務所等にも周知しており、引き続きこの取組を実施するように努めて参ります。
 セッケイ ショウサ ト ク ジッシ		資料－１
P３０		技術管理課
　基準第二係

						3.1.4. 設計から工事への確実な情報共有
 
 関東地方整備局では、建設コンサルタンツ協会本部から試行導入に関する要望書を踏まえ「工事発注時チェックシート」を試行・導入していただきました。今後もチェックシートの活用継続をお願いします。またR5 年に施行された業務の課題共有を図り、チェックシートの改善を図りたいと考えます。

① 施工条件明示チェックシートの試行拡大（地整）
    関東地方整備局では、橋梁詳細設計において「工事発注時チェックシート」を試行中である。

② 設計と施工のシームレス化の検討（本省、地整）

馬場　孝之: 【確認】
 「施工条件明示チェックシート」とは？「工事発注時チェックシート」のことか？		　「工事発注時チェックシート」については、貴協会関東支部の協力により作成し、試行を進めているところです。
今年度は、昨年度完了した2件の橋梁詳細設計業務の試行結果のフォローアップを実施する予定です。
　チェックシートは円滑な工事発注、工事発注作業の効率化に有効であると認識しておりますので、引き続きご協力を宜しくお願い致します。 サクネン ド カンリョウ ケン キョウリョウ ショウサイ セッケイ ギョウム		資料－１
P３１		技術管理課
　基準第二係

				3.2. 詳細設計及び三者会議等における総合的な品質の確保		3.2.1. 詳細設計における各工種の設計目的・設計条件・成果内容の明確化と適切な費用計上（地整）

関東地方整備局では、指定仮設時の作業増に伴う設計変更が適切に行われています。また、R5年から、関東地整の設計業務等共通仕様書においても、仮設設計が任意仮設であることを示す補足を加えていただきました。今後も、特に指定仮設と任意仮設の仕様書や設計協議における違いの明確化、任意仮設と指定仮設の成果の取扱い、その責任所在の明確化の取り組み継続をお願いします。

① 詳細設計における作業実態と歩掛との乖離の解消
1) 詳細設計の施工計画・仮設計画において、下記に留意し、受発注者間の認識を合致
  設計条件・設計内容の明確化
  適切な費用計上（見積もり等による実態に即した費用計上）
2) 特記仕様書における“修正”設計内容および関係機関協議内容の明示

② 指定仮設と任意仮設の取り扱い
1) 設計業務等標準積算基準における指定仮設の記載内容の周知
2) 任意仮設か指定仮設かについて、下記に留意し、受発注者間の認識不一致を解消
  指定仮設と任意仮設の仕様書や設計協議における違いの明確化
  任意仮設と指定仮設の成果の取扱い(任意は参考図、指定は設計図）の認識共有
  責任所在の明確化と歩掛の改善
3) 特記仕様書への指定仮設明記の取組みの水平展開
4) 指定仮設への条件変更時の適切な設計変更		①　設計変更にあたっては、「土木設計業務等変更ガイドライン」に基づき実施するとともに、関東地方整備局が独自に制度化している「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」、「業務推進審査会」を活用して、引き続き適切な設計変更に努めて参ります。

②　関東地方整備局では、令和5年3月に、設計業務等共通仕様書の仮設構造物詳細設計を任意仮設であることを明記するとともに、仮設構造物詳細設計に係る任意仮設又は指定仮設の区分による積算についてのフローと特記仕様書作成例を作成し、適切に特記仕様書の作成及び積算されるよう各事務所に通知しており、詳細設計における、指定仮設時の作業増については、適切に費用計上されていると認識しております。今後も、 この取り組みを継続して参ります。　

　 カントウ チホウ セイビキョク レイワ ネン ガツ オヨ カク ジムショ ツウチ シテイ ジ サギョウ ゾウ マイ		資料－２－①
（参考資料）
P２０～２３		技術管理課
　基準第二係

						3.2.2. 詳細設計から工事に至る段階（三者協議を含む）でのコンサルタント業務の適切な運用（地整）

   設計時の現場状況、設計条件（地質調査の有無や仮設設計での任意・指定等）が共有されていない状況も散見されています。工事発注後の問い合わせや修正設計のあり方についても検討を進めていただきたいと考えます。また、前述の関東地方整備局で試行中である「工事発注時チェックシート」（橋梁詳細設計）の有効性を確認し、他分野への活用拡大も検討を進めていきたいと考えます。

①詳細設計から工事に至る段階(三者協議を含む）における追加業務や修正設計の定義の共有化と適切な工期設定、費用計上

②詳細設計から工事に至る段階でのコンサルタントの対応に関する説明資料の作成		　「工事発注時チェックシート」の他分野への活用拡大については、昨年度、橋梁詳細設計で実施した「工事発注時チェックシート」活用状況、有効性等を確認したのち検討したいと考えております。

①②　
　三者協議において、コンサルタントに責がない新たに追加業務や修正設計を行う必要がある場合には、別途業務の発注を検討致します。
　設計変更にあたっては、「土木設計業務等変更ガイドライン」に基づき実施するとともに、関東地方整備局が独自に制度化している「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」、「業務推進審査会」を活用して、引き続き適切な工期設定、費用計上に努めるとともに、適宜「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」の追記及び見直しの検討を図って参ります。
　 サクネンド キョウリョウ ジッシ カツヨウ ジョウキョウ ユウコウセイ ナド カクニン ケントウ カンガ ギョウム ベット ギョウム ハッチュウ ケントウ イタ テキギ ツイキ オヨ ミナオ ケントウ ハカ マイ		資料－１
P３１【再掲】



資料－２－①
（参考資料）
P２４～２５ サイケイ		技術管理課
　基準第二係

		４章．受発注者協働による災害対応に向けた継続的な環境改善		4.1. 被災地域に対する迅速かつ適切な災害対応と改正労働基準法遵守との両立		4.1.1. 災害対応業務への体制整備（本省、地整、地方自治体）

①災害対応業務への従事技術者が対応していた既往業務への効果的な対応※
   ※ 業務一時中止命令や工期延期の実施、管理技術者交代要件の緩和

②広域（複数の発注者）にまたがる災害対応マネジメントに対する受発注者協働での支援体制・仕組みの整備※
   ※ 例：国による災害指定に関する対応、災害対応の要請の一元化、官民合同の災害訓練開催、ICT技術の活用など

③災害対応業務への従事技術者に対し、労働基準法第33 条の適切・確実な適用に関する厚生労働省への働きかけ



馬場　孝之: 【確認】どの要望が本省、地整、地方自治体なのか？		①　関東地方整備局では、災害対応、特に初動対応については、迅速かつ的確な対応が必要ですので、「国土交通省直轄事業における災害発生時の入札・契約等に関する対応マニュアル」（令和３年４月国土交通省）、「災害復旧における入札契約方式の適用ガイドライン」（令和３年５月改定　国土交通省）に基づき、災害時における業務の一時中止や工期延期等について引き続き適切に対応して参ります。

②現状、災害時の対応要請については、当局・自治体等と各種協会・個別企業との間で締結している災害協定や覚書等に基づき実施されていると認識しております。
また、災害発生時に協定などによる実効性のある連携体制の確保は重要であるとも認識しております。
貴協会と関東地方整備局との間では、災害協定を締結しており、また今年度より、災害協定に基づき対応を要請するにあたり、関係者間で連携を強
化して対応にあたるべく、「災害協定に基づく対応要請における関係者間の情報共有」を図る取り組みも実施させていただいております。
　今後も、各事務所における要請状況の把握に努める等し、効率的かつ迅速な災害対応ができるよう、努めてまいります。

③労働基準法第３３条については、厚労省から都道府県労働局長あて「災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等に係る許可基準の一部改正について」（令和元年６月７日付け基発0607 第1 号）及び都道府県労働局労働基準部監督課長宛て「災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等に係る許可基準の解釈に当たっての留意点について」（令和元年６月７日付け基監発0607 第1 号）により、災害時の時間外労働に関する許可又は事後の承認の基準などの運用や留意点が通知されており、これに基づき適切に運用されるものと考えている。		











資料－１
P３２		技術管理課
　基準第二係

						4.1.2. 災害対応業務への適切な評価（地整）

 緊急的な災害対応業務実施に対する表彰制度の拡充と水平展開		　
　緊急的な災害対応業務実施に対する表彰制度の拡充と水平展開について、関東地方整備局では、現在、総合評価落札方式（標準型、簡易型）で発注する業務において、災害協定等に基づく活動実績の評価に加え、新たに災害協定締結の有無について評価対象として加え評価しているところです。				技術管理課
　技術検査係 ギジュツ ケンサ ガカリ

				4.2. 地方自治体における災害申請作業の合理化・適切化に関する改善と適切な費用計上		4.2.1. 災害申請作業の合理化・適切化（本省、地方自治体）

 災害査定の効率化の適用拡大の継続

 大規模災害時の災害査定の効率化及び事前ルール（大規模災害時における公共土木施設災害復旧事業査定方針（H29.2））の適正な運用などの好事例の水平展開		※都県政令市が回答				都県政令市

						4.2.2. 実際の作業に見合った積算歩掛の適用と実際にかかった費用の適切な精算※（地方自治体）

  ※ 精算例：遠方からの支援の場合の旅費・滞在費精算のルール化など		※都県政令市が回答				都県政令市

		５章．ＤＸ推進の環境整備		5.1. 受発注者協働による働き方改革に資するDX 推進：業務効率化の促進		5.1.1.電子入札システム、電子契約システムの活用（本省）

 電子入札システム・電子契約システムの機能追加、改修、運用改善						技術管理課
　基準第二係

						5.1.2.情報共有システム（ASP）の運用ルールの改善（本省）

 情報共有システム(ASP)の活用推進、費用面の改善、操作性の向上						技術管理課
　新技術活用・デジタル変革推進係

						5.1.3.遠隔臨場の活用推進（本省）						技術管理課
　新技術活用・デジタル変革推進係		←　参考）設計業務での遠隔臨場とは？工事現場みたいに段階確認・立ち会いが多いとは感じない。

						5.1.4. DX 環境の整備

① 技術基準類の電子化（本省、地整）
② テレワーク・WEB 会議の推進（地整、地方自治体）		①技術基準類の電子化のご意見については、国土交通本省に伝えて参ります。
　また、業務WEB会議の推進のご要望については、国土交通本省に伝えて参ります。　

②都県政令市が回答 ギジュツ キジュン ルイ デンシカ イケン コクド コウツウ ホンショウ ツタ マイ ギョウム カイギ スイシン ヨウボウ コクド コウツウ ホンショウ ツタ マイ				①技術管理課
　新技術活用・デジタル変革推進係
②都県政令市		　　参考）国家公務員のテレワーク・WEB会議の推進にあたっては、内閣官房内閣人事局・人事院から「国家公務員におけるテレワークの適切な実施の推進のためのガイドライン」による（令和6年3月）
　　「業務におけるテレワークガイドライン（案）（令和3年2月）」によると、、関東でWEB活用の内容が、Skype for Businessとあるが、基本Teamsでは？

				5.2.BIM/CIM の利用環境の改善		5.2.1. BIM/CIM データ連携の改善（本省）

 BIM/CIM 設計照査シートの充実
 BIM/CIM 対応のための情報共有を図る体制整備
 積極的な活用事例の発信や協議の場の設置
 ３D ソフトの開発目標の明確化
 ３D モデルの照査機能開発の要請
 API の開発のあり方の検討
 BIM/CIM データのマネジメント体制の検討						技術管理課
　新技術活用・デジタル変革推進係

				5.3. DX の推進の費用面での環境整備		5.3.1. BIM/CIM 活用の業務価格の算定方法の見直し（本省）

 「BIM/CIM 標準歩掛」の段階的な設定
 「BIM/CIM 使用料」の適切な計上						技術管理課
　新技術活用・デジタル変革推進係

						5.3.2. DX、テレワーク等に対する一般管理費の見直し（本省）

 「一般管理費等係数（β）」の適切な計上 ジョウ						技術管理課
　新技術活用・デジタル変革推進係

						5.3.3. DX 推進の環境整備のための助成金の創設（地方自治体）		※都県政令市が回答				都県政令市
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資料－２

作業内容

■関東地方整備局の欄（E列）に回答の作成をお願いいたします。
　 ※会議配付資料（公表資料）となります。

■R5年度意見交換会の要望から大きな変更がないため、
　　回答欄にはR5ｄの回答を残しております。
　　（昨年度からの変更箇所を青字標記しております。）
　　（要望の重点項目を赤字表記しております。）

■回答の参考資料（当日配布用）及び局手持ち資料（レク用）がある場合には、配布用・手持ち用がわかるようにファイルを分けて提出をお願いいたします。

検査ラインで対応

案は作りましたが、落札率の改善＝調査基準価格の改定なので、基準第二係では？



R06回答＜意見・要望＞





		令和５年度　（一社）全国測量設計業協会連合会関東地区協議会及び東京地区協議会との意見交換会　関東地方整備局　回答 ハジメ シャ ゼンコク ソクリョウ セッケイ ギョウ キョウカイ レンゴウカイ カントウ チク キョウギカイ オヨ トウキョウ チク キョウギカイ イケン コウカン カイ





		項目 コウモク		要　　　望 ヨウ ノゾミ		回　　　　　答 カイ コタエ		備考 ビコウ		担当 タントウ

		《意見・要望》 イケン ヨウボウ



		１　３次元測量、特に道路・河川台帳の３次元化業務の発注について		　３次元測量、特に道路及び河川台帳３次元化業務の具体的な発注を実現していただきたい。
　
　国管理の国道や河川については、すでに３次元台帳化が進んでいると聞いています。ＤＸによる公共物管理の合理化や万一の災害時の迅速な復旧のためには、都道府県管理、市町村管理の道路台帳及び河川台帳の３次元化が有用であると考えますので、道路・河川台帳の作成要領の改訂も含めて、これに関連する 調査業務の発注及びデータ整備業務の発注をお願いします。
　
　これら業務の発注にあたっては、地域の守り手である地元業者の活用をしていただき、万一の災害時に備えた測量業のリダンダンシーの確保につなげて いただきたく要望します。
						新技術活用デジタル変革推進（DX）係 シンギジュツ カツヨウ ヘンカクスイシン カカリ		関東地区要望 カントウ チク ヨウボウ



		２　測量業務の諸経費率の改訂について		　令和６年度の測量業務積算基準の改訂では、前年度までは「土木工事等の情報共有システム活用ガイドライン」（令和５年３月）に基づく情報共有システム （ＡＳＰ）の費用は発注者の負担とし設計変更の対象となっていましたが、この情報共有システムに要する費用（登録料及び利用料）、ＰＣ等の標準的なＯＡ 機器費用（BIM/CIM に関するライセンス費用を含む）、オンライン電子納品に 要する費用に加えて熱中症対策費用も間接測量費に含むこととされています。諸経費率の改定（アップ）がされていないため、請負業者の負担ばかりが増大 しています。
　
　令和６年度の改訂では、地質調査業務の諸経費率が大幅に上昇しており、 ３，０００万円の調査費では諸経費率は６０．６％に約１４％増となったとの ことですが、測量業務での同額の直接測量費では諸経費率は５８．８％となり、近年は日額人件費も地質調査業務のそれを下回る状況となっています。
このようなことから、まずは、間接測量費の見直しを検討してくださるようお願いします。
　
　また、測量業の安定的経営のためにも、担い手の確保のために入職者を増やし離職を防ぐためには、労働環境の充実向上は必須です。測量業務における諸経費は、直接測量費により変動する諸経費体系となっており、追加作業があった場合、増額の設計変更時に当初の諸経費率より下がってしまい、当初、完了している 箇所の利益が減ってしまう問題もあるので、これを他の関連業種（設計・補償）と同様の積算体系（直接経費、その他原価、一般管理費等）に改訂いただくよう、今後ご検討をお願いします。
						基準２係 キジュン カカリ		関東地区要望 カントウ チク ヨウボウ

						　

		３　測量業務における履行期限の平準化の更なる促進について		　工期の年度末集中を緩和いただくことにつきましては、例年要望させていただき、国土交通省におかれましても取り組まれ感謝いたします。測量業務の履行期限を平準化することで、以下の効果を見せております。

　①測量品質の向上
　　技術者の負担軽減により、より丁寧かつ正確な測量を実施することが可能となり、測量品質の向上に繋がります。
　②技術者の確保・育成
　　働きやすい環境を整備することで技術者の離職を防止し、若手技術者の育成を促進することができます。
　③仕事への計画的体制
　　特に１５か月補正予算では、年度明けの仕事量確保によって、技術者に適性量を担わせ、計画的かつ効果的に進められます。

以上をご理解いただき、更なる平準化の具体策を要望いたします。

* 年度当初からの予算執行を徹底し、４月から６月の閑散期に測量業務を発注することを推進いただき、
 更に２月以降の繁忙期よりも前の納期の設定をお願いします。

* 翌年度への納期繰り越しを容易にする制度の導入検討をお願いします。

* 道路や河川などの定期的な維持に関わる調査測量については、債務負担行為や、長期継続契約を活用し、
　複数年にわたる長期的な契約を締結することができるよう検討をお願いします。
		　履行期限の平準化は、繁忙期と閑散期の業務量の差を少なくし、年度末の業務集中の回避に寄与するものであることから、関東地方整備局としても重要だと認識しております。
　 国土交通本省の令和６年度重点方針が発出され、関東地方整備局においても準じているところです。
　 第１四半期は１５％以上、第２四半期は２５％以上、第３四半期は２５％以上、第４四半期 ３５％以下、
　翌債・国債等２５％以上を目標とし、整備局・各事務所で取り組んでいます。

　履行期限の平準化については、令和６年度に『設計業務等の品質確保対策及び入札契約方式等の改善』重点方針の《関東方針》を作成の上、各部・各事務所長等あてに企画部長通知を発出したところです。

　平準化に係る具体的な取組は以下のとおりですが、現在、実施上の課題・実態把握等のフォローアップを行っているところであり、結果を踏まえながら目標達成に向けた検討を行って参ります。

　　《参考　関東方針　具体的な取組》
　取組１　第２～３四半期に契約する業務は発注前の翌債申請による履行期限の再検討を実施。
　取組２　不調、不落による再公示および発注時期が遅延する場合、翌再手続きにより適正な履行期間を確保
　取組３　繰越業務の工期を変更する必要が生じた場合においても、第４四半期まで履行期限を延伸しない
　取組４　国債（ゼロ国債、平準化国債）を活用し第４四半期を履行期限としない。
　取組５　通年業務の履行時期の見直し（平準化国債）
　　　　     また、工期につきましては、業務内容に応じた適切な工期を確保するよう、引き続き取り組んで参ります。
　
   コウキ ギョムナイヨウ オウ テキセツ コウキ カクホ ヒ ツヅ ト ク マイ				技術審査係 ギジュツシンサ カカリ		東京地区要望 トウキョウ チク ヨウボウ



資料－３



R06回答＜自由討議（手持ち）＞ 





		令和６年度　（一社）全国測量設計業協会連合会関東地区協議会及び東京地区協議会との意見交換会　関東地方整備局　回答 ハジメ シャ ゼンコク ソクリョウ セッケイ ギョウ キョウカイ レンゴウカイ カントウ チク キョウギカイ オヨ トウキョウ チク キョウギカイ イケン コウカン カイ





		項目 コウモク		要　　　望 ヨウ ノゾミ		回　　　　　答 カイ コタエ		備考 ビコウ		担当 タントウ

		《自由討議》 ジユウ トウギ



		１　測量業務の総合評価落札方式等での発注時における測量士及び測量士補の数について		   測量業務積算基準では、測量業務は少なくとも２名以上の測量士又は測量士補で実施する歩掛となっています。
   品質の確保、優良な業者の育成、いわゆる丸投げの排除等を実現するため、業務の内容・規模及び工期等に応じて、指名又は総合評価落札方式等で発注する際の要件として、有資格者である主任技術者及び複数の担当技術者が常勤であることという条件を付すべきと考えますが如何でしょうか。						基準２係 キジュン カカリ		関東地区要望 カントウ チク ヨウボウ



		２　シニア技術者活用の評価について		　 現在、当業界をはじめとする建設関連業界においては担い手の不足、特に若年層の技術者が不足していることはご高承のとおりです。
   貴局におかれましては、若手技術者や女性技術者の登用を評価する仕組みを 実施されていますが、特に地方の中小企業ではむしろシニア技術者の活躍により業務をこなしているのが実情です。

若手技術者を採用できるのは、ごく一部の大手や地方においても中堅以上の会社であることもまた実感であります。

   つきましては、シニア技術者を活用せざるを得ない地方の企業にもご配慮 いただき、業務ごとに様々な評価項目を設定する仕組みが構築可能かどうか ご検討をお願いします。		若手・女性・シニアなど多様な技術者の活用・育成については重要だと認識しており、入札・契約制度への適用を行ってるところであり、この取組は今後も継続していきます。

シニア技術者の適用に関しては、ベテラン技術者の豊かな知識・経験を活かす取組として、照査業務のみを行うベテラン技術者は、継続して照査業務を行えるよう、配置要件の見直しを令和４年８月より実施しているところです。

評価項目の設定等については、貴協会からのご提案をいただきながら、実現可能性を検討して参ります。

また、令和７年度以降となりますが、「若手・女性技術者奨励賞（事務所長表彰）」の制度が創設されたことを踏まえ、管理技術者、主任技術者または担当技術者で、３５歳以下（3月31日時点）の若手技術者、又は女性技術者（年齢制限なし）の受賞者を対象として、総合評価に加点するインセンティブの付与を検討して参ります。
 ワカテ ジョセイ タヨウ ギジュツシャ カツヨウ イクセイ ジュウヨウ ニンシキ ニュウサツ ケイヤク セイド オコナ トリクミ コンゴ ケイゾク ギジュツシャ テキヨウ カン ギジュツシャ ユタ チシキ ケイケン イ トリクミ ショウサ ギョウム オコナ ギジュツシャ ケイゾク ショウサ ギョウム オコナ ハイチ ヨウケン ミナオ レイワ ネン ガツ ジッシ ヒョウカ コウモク セッテイ トウ キ キョウカイ テイアン ジツゲン カノウセイ ケントウ マイ レイワ ネンド イコウ ワカテ ジョセイ ギジュツシャ ショウレイショウ ジム ショチョウ ヒョウショウ セイド ソウセツ フ カンリ ギジュツシャ シュニン ギジュツシャ タントウ ギジュツシャ サイイカ ガツ ニチ ジテン ワカテ ギジュツシャ マタ ジョセイ ギジュツシャ ネンレイ セイゲン ジュショウシャ タイショウ ソウゴウヒョウカ カテン フヨ ケントウ マイ				技術審査係 ギジュツシンサ カカリ		関東地区要望 カントウ チク ヨウボウ



		３　業務発注時における諸問題について		①同一業務において複数箇所を発注する場合の作業計画及び現地踏査の適切な計上について
   以前にも本件については要望申し上げましたが、設計変更により業務箇所が追加になった際に作業計画及び現地踏査の項目が計上されていないことがありますので、ご配慮をお願いしたいと存じます。

②高水流量観測業務の危険手当相当額の割り増しについて
   本業務は、豪雨時等の危険を伴う状況で、しかも夜間に実施することが多い 業務です。深夜等の時間外の割り増しは一定程度ご配慮いただいておりますが、それに加えて危険手当相当額を歩掛の変化率のような項目で加算することが できないか、ご検討をお願いします。

③交通量調査、特に渋滞長調査の待機時間の歩掛への反映について
   渋滞長調査は、一般的に朝７時から１０時までと１６時から１９時までの それぞれ３時間実施することが一般です。現場によってはその間近隣で待機して他の作業を行うことができないことがあります。特に、臨時作業員については上記のような条件では確保することが難しくなります。
つきましては待機時間も含めた歩掛に改定いただくようご検討をお願いします。						基準２係 キジュン カカリ		関東地区要望 カントウ チク ヨウボウ



		４　熱中症対策に係る経費の計上について		   近年、地球温暖化や都市部のヒートアイランド現象により真夏日（最高気温３０℃以上）、猛暑日（最高気温３５℃以上）が増加傾向にあります。
   日本有数の「暑い県」である埼玉県の真夏日は、１９８０年代後半以前は ５０日前後で推移していましたが近年では６０日前後。さらに危険な暑さである猛暑日につきましては、１９７０年以前は５日ほどであった日数が、現在では２０日前後と急激な増加を見せています。（熊谷地方気象台データより）
関東地方整備局では近年の夏季における猛暑日など気候状況を考慮し、 令和元年６月２８日から工事現場の熱中症対策に係る経費に関して「現場管理費率補正」を試行しています。
   埼玉県では令和元年８月の通知により、上記関東地方整備局の試行を準用し、「熱中症対策に資する現場管理費補正」の試行を工事で開始いたしました。
   外業が伴います測量業務におきましても、「労災防止」の観点より、是非この制度を適用していただきたく存じます。						基準２係 キジュン カカリ		東京地区要望 トウキョウ チク ヨウボウ



		５　国土交通省入札公募における「実施能力評価拡大型」の適度な運用の要望		   標記の件につきまして、当協会といたしましては、国土交通省におきまして試行中の「総合評価落札方式 簡易型：実施能力評価拡大型」に関し、適度な範囲での運用を要望いたします。

   現在試行されている運用は、地元の特定企業育成を優先されている目的とするものであることは理解いたしております。
しかしながら、測量士技術者全体の不足が深刻化するなか、働き方の多様性に対応するため、本人の希望地域に配属する環境が求められており、主要な地域での支店体制を展開しております。

また、支店に配置された測量士と、本店の各種新技術に精通する技術者の連携により、高度技術の習得やＤＸの推進も図られております。

   さらに、技術評価点の平均化や、落札率のばらつき防止といった観点からも、「実施能力評価拡大型」を厳格に適用することは、競争性の低下を招き、結果として公共事業の円滑な実施を阻害する可能性も懸念されます。

測量技術者には、様々な地域の経験と、地域精通度をバランス良く蓄積することが求められます。国土交通省におきましても、測量業の支店に測量士配置を義務付けているところであり、支店に十分な技術力があることは明らかです。

   つきましては、以下の施策の実施を強く要望いたします。

*  本店登記会社と支店登記会社の参加会社数の割合に応じ、総合評価落札方式簡易型：実施能力評価拡大型と通常の総合評価落札方式：簡易型の発注件数を設定すること。
例としては、「５件中の３件を簡易型:実施能力評価拡大型に設定する。」等。

*  簡易型：実施能力評価拡大型においても、提案書(工程計画、技術的課題)の内容に応じた評価点の差が出るような、評価基準を設定いただくこと。

　上記のような柔軟な発注方式の導入により、地元企業の育成と、技術力の向上、そして公共事業の円滑な実施を両立させることができると確信しております。何卒、本件につきましてご理解とご協力をお願い申し上げます。		実施能力評価拡大型は、関東地方整備局発注業務の受注実績が無い企業の参入機会の確保を目的として、評価項目の成績・表彰を省略し、技術的課題を評価する方法として、令和４年８月より試行しているところであり、引き続き継続して参ります。

なお、昨年度（令和５年度）の活用実績としては、約１割の業務で本試行を用いて契約しているところです。

また、提案書(工程計画、技術的課題)の内容に応じた評価点の差が出るような、評価基準を設定することについては、本試行の目的の達成状況を踏まえながら、検討して参ります。


【手持ち】※回答からは削除する

　　　■測量業務の発注状況（簡易型）
　　　　　　　　　　　　　 Ｒ４年度　　Ｒ５年度　　Ｒ６年度（予定含む）
　　　通常（プロポ含む）　　１８６　　　１５２　　　１１８　
　　　実施能力評価型　　　　　２０　　　　１９　　　　　９
　　　実施能力評価拡大型　　　　－　　　　１９　　　　１３ ジッシ ノウリョク ヒョウカ カクダイガタ カントウ チホウ セイビキョク ハッチュウ ギョウム ジュチュウ ジッセキ ナ キギョウ サンニュウキカイ カクホ モクテキ ヒョウカ コウモク セイセキ ヒョウショウ ショウリャク ギジュツテキ カダイ ヒョウカ ホウホウ レイワ ネン ガツ シコウ ヒ ツヅ ケイゾク マイ サクネンド レイワ ネンド カツヨウ ジッセキ ヤク ワリ ギョウム ホン シコウ モチ ケイヤク テモ カイトウ サクジョ ソクリョウ ギョウム ハッチュウ ジョウキョウ カンイガタ ネンド ネンド ネンド ヨテイ フク ツウジョウ フク ジッシ ノウリョク ヒョウカ ガタ ジッシ ノウリョク ヒョウカ カクダイ ガタ				技術審査係 ギジュツシンサ カカリ		東京地区要望 トウキョウ チク ヨウボウ
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《主な意見》 《関東地整対応》 関係項目
■品質の確保・向上

◇「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」と「業務推進審査
会」を活用した適切な設計変更の継続

「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」、「業務推進審査会」を活用して適
切な設計変更を継続しているところ。

・設計変更

◇事業促進PPP業務の発注条件について、費用の適正化、官民の役割
分担の明確化、請負契約から準委任契約等への改善及び常駐・専任義
務の緩和、工区内設計業務の受注緩和の継続

事業促進ＰＰＰ ガイドラインに沿って運用しているところ。費用の適正化について
は本省に伝えていく。

・事業促進PPP業務

◇受発注者合同現地踏査の実施

合同現地踏査については、重要構造物に関する詳細設計については原則実施、その
他の設計業務についても、現地踏査が有効な業務については、積極的に実施するこ
ととしている。また、平成２９年度より、地質技術者の参画の試行も加えて実施し
ているところ。

・合同現地踏査

◇設計条件明示チェックシートの効果的な運用・活用
引き続き入札公告時に条件明示チェックシート提示する試行を実施していくとこ
ろ。

・設計条件明示チェックシート

◇設計照査（的確な条件設定と確認、照査の充実等）
設計照査については、照査体制の強化として「赤黄チェック」の取り組みを実施し
ているところ

・照査体制の強化

◇工事発注時チェックシートの活用継続 工事発注時チェックシートについては、試行を実施しているところ。 ・工事発注時チェックシート

◇詳細設計における各工種の設計目的・設計条件・成果内容の明確化
と適切な費用計上（指定仮設・任意仮設）

「土木設計業務変更ガイドライン補足資料」に指定仮設・任意仮設の取扱に関する
具体的な設計変更事例を追加予定。

・設計変更

◇詳細設計から工事に至る段階（三者協議を含む）でのコンサルタン
ト業務の適切な運用

「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」、「業務推進審査会」を活用して適
切な設計変更を継続しているところ。

・設計変更

◇建設事業各段階における地質リスク調査検討業務の継続的な発注及
び多岐事業分野への展開

地質・地盤に関わる不確実性の影響により事業への影響が大きいと見込まれる場合
は、適切に業務を実施していくところ。

ー

■ＤＸの推進
◇DX 環境の整備（技術基準類の電子化、テレワーク・WEB 会議の推
進）

技術基準類の電子化及び業務ＷＥＢ会議推進の要望については本省に伝えていく。 ・ＤＸ関連

◇発注者側のi-con及びBIM/CIMに関する目的や内容の認識・技術力
向上及び技術的な側面での充実・改善

受発注者双方でBIM/CIMに関する認識・技術力向上に努めているところ。 ・ＤＸ関連

◇インフラ各分野における三次元デジタルデータの整備促進
BIM/CIMを活用することで、受発注者双方の業務効率化・高度化が図られること及
び測量・地質調査段階から３次元データの作成・活用を行うことを位置付けている
ところ。

・ＤＸ関連

◇BIM/CIM推進に向けた双方による勉強会・意見交換会の開催継続 引き続き、BIM/CIMに関する勉強会等による連携を行う。 ・ＤＸ関連
■その他

◇広域（複数の発注者）にまたがる災害対応マネジメントに対する受
発注者協働での支援体制・仕組みの整備・充実

災害時における業務の一時中止や工期延期等について引き続き適切に対応している
ところ。

ー

◇企業経営の安定と処遇改善に向け、引き続き分離発注の維持と、地
質調査の「安定的な発注量の確保」

今後も必要かつ十分な公共事業予算の安定的・持続的な確保に取り組むとともに、
要望等を踏まえ、適切な予算配分に努めていく。
「分離発注」については、入札･契約、総合評価の実施方針により業務区分に応じた
分離発注を原則として実施しているところ。

ー

◇発注者支援業務の公告時期の前倒し
本省より送付される実施要領に則って局内及び各事務所と調整を行い、公告時期の
見直しを検討していく。

ー

（一社）建設コンサルタンツ協会、（一社）現場技術土木施工管理技士会
（一社）全国測量設計業協会連合会（関東地区協議会及び東京地区協議会）、（一社）全国地質調査業協会連合会・（一社）関東地質調査業協会


各業界要望とりまとめ

		令和６年度 業務関係団体等との意見交換会

		～主な意見のとりまとめ～



		（一社）建設コンサルタンツ協会

		（一社）現場技術土木施工管理技士会　

		（一社）全国測量設計業協会連合会（関東地区協議会及び東京地区協議会）

		（一社）全国地質調査業協会連合会・（一社）関東地質調査業協会　



				《主な意見》		《関東地整対応》 カントウ チセイ タイオウ		関係項目 カンケイ コウモク

				■働き方改革、担い手確保・育成

				◇履行期限（納期）の平準化と履行期間の確保《建コン、全測連》 ゼン ソク レン		履行期限の平準化については、努めているところ。履行期間についても、適切に設定して実施の徹底を図っているところ。		・平準化の取組 ヘイジュンカ トリクミ

				◇実施結果を踏まえたワークライフバランス改善取組を継続
（「ウィークリースタンス」の取組）《建コン、技士会》		「ウィークリースタンス」は、対象を全ての業務に拡大しているところ。		・業務環境改善（ウィークリースタンス）の取組徹底

				◇若手・女性・シニアなど多様な技術者の活用・育成のための入札・契約制度の継続《建コン、技士会》		若手・女性・シニアなど多様な技術者の活用・育成のための入札・契約制度の継続しているところ。		・若手技術者の活用を評価【見直し】 ワカテ ギジュツシャ カツヨウ ヒョウカ ミナオ

						令和７年度に「若手・女性技術者奨励賞（事務所長等表彰）」の制度が創設されたことを踏まえ、総合評価にて加点するインセンティブの付与を検討していく。 レイワ ネン ド ソウゴウ ヒョウカ カテン フヨ ケントウ		・若手・女性技術者奨励賞（事務所長等表彰）【新規】 シンキ

				◇積算価格と実勢価格との乖離の是正《建コン》		現場の実態を把握するため、歩掛かり実態調査への協力をお願いする。		・単価関連 タンカ カンレン

				◇複数年業務における労務単価の見直しについて《技士会》		複数年業務における労務単価の見直しについては本省に伝えていく。 ホンショウ ツタ		・単価関連 タンカ カンレン

				◇測量業務の諸経費率の改訂について《全測連》		現場の実態を把握するため、歩掛かり実態調査への協力をお願いする。		・積算基準 セキサン キジュン

				■技術力による選定

				◇難易度の高い業務における総合評価落札方式からプロポーザル方式への移行や価格競争入札から総合評価落札方式への移行《建コン》		関東地方整備局では価格競争方式の対象業務を総合評価落札方式（簡易型）に読み替えて選定している。また、協議調整、地元説明、厳しい施工条件での設計等については、業務の特性を考慮の上、プロポーザル方式の選定を検討するなど業務内容に応じた、適切な発注方式選定に努めているところ。 ヨ カ センテイ		・適正な入札契約方式（発注方式）の選定【継続】 ケイゾク

				◇計画系プロポーザル業務の業務規模の改善《建コン》		適切な規模及び業務内容で発注するよう、各事務所等に周知する。

				◇総合評価落札方式における落札率の改善《建コン》		調査基準価格については、令和６年４月１日以降に入札公告等を行う業務を対象に、一般管理費を10分の4.8⇒5.0を乗じて得た額に改定されたところ。		・積算基準

				◇業務成績評定の適切な運用と業務・技術者表彰の運用改善《建コン》		業務成績評定については、引き続き適切な評価を行っていく。表彰制度については各地方整備局において、その都度改善や見直しを行っていく。 ヒ ツヅ ヒョウカ オコナ ヒョウショウ セイド カクチホウ セイビキョク オコナ		・業務成績評定点 ギョウム セイセキ ヒョウテイ テン

				◇シニア技術者活用の評価について《全測連》		照査業務のみを行うベテラン技術者は、継続して照査業務を行えるよう、配置要件の見直しを令和４年８月より実施しているところ。また、「若手・女性技術者奨励賞（事務所長表彰）」の制度が創設されたことを踏まえ、管理技術者、主任技術者または担当技術者で、３５歳以下（3月31日時点）の若手技術者、又は女性技術者（年齢制限なし）の受賞者を対象として、総合評価に加点するインセンティブの付与を検討していく。		・照査技術者の配置要件の見直し【継続】 ケイゾク

				■地元業者の活用

				◇地域コンサルタントの技術力向上が図れる仕組みの導入促進
《建コン》《全地連》《全測連》		関東地方整備局発注業務の受注実績が無い企業の参入機会の確保を目的として､評価項目の成績・表彰を省略し、技術的課題を評価する方法として、実施能力評価拡大型の試行を、令和４年８月より適用しているところ		・総合評価落札方式（簡易型１：１）　実施能力評価拡大型【継続】 ケイゾク

				◇地域性の高い業務について対象地域の本店・支店・営業所の有無による評価及び災害協定締結の有無の評価の継続拡大《建コン》《全測連》 セイ タカ ギョウム タイショウ チイキ ホン ヒョウカ オヨ ケイゾク カクダイ		地元企業の育成・確保のために、対象地域の本店・支店・営業所の有無による加点を行う試行を今後も継続していく。また、令和６年８月より、災害活動実績の有無に加え、災害協定締結の有無を評価する試行を開始。 コンゴ ケイゾク		・地域要件設定（本店縛り・本店、支店又は営業所縛り）【継続】
・災害協定等に基づく活動実績の評価
【継続】 ケイゾク ケイゾク

				◇道路及び河川の３次元測量業務及びデータ整備業務の具体的な発注を促進《全測連》		引き続き、３次元データの測量及びデータ整備については促進を進めていく。		・ＤＸ関連 カンレン

				■品質の確保・向上

				◇「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」と「業務推進審査会」を活用した適切な設計変更の継続 ホソク シリョウ ギョウム スイシン シンサカイ カツヨウ テキセツ セッケイ ヘンコウ ケイゾク		「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」、「業務推進審査会」を活用して適切な設計変更を継続しているところ。 ホソク シリョウ カツヨウ ケイゾク		・設計変更 セッケイ ヘンコウ

				◇事業促進PPP業務の発注条件について、費用の適正化、官民の役割分担の明確化、請負契約から準委任契約等への改善及び常駐・専任義務の緩和、工区内設計業務の受注緩和の継続 オヨ ケイゾク		事業促進ＰＰＰ ガイドラインに沿って運用しているところ。費用の適正化については本省に伝えていく。 ソ ウンヨウ ホンショウ ツタ		・事業促進PPP業務 ジギョウ ソクシン ギョウム

				◇受発注者合同現地踏査の実施		合同現地踏査については、重要構造物に関する詳細設計については原則実施、その他の設計業務についても、現地踏査が有効な業務については、積極的に実施することとしている。また、平成２９年度より、地質技術者の参画の試行も加えて実施しているところ。 ゴウドウ ゲンチ トウサ ヘイセイ ネンド チシツ ギジュツシャ サンカク シコウ クワ ジッシ		・合同現地踏査 ゴウドウ ゲンチ トウサ

				◇設計条件明示チェックシートの効果的な運用・活用		引き続き入札公告時に条件明示チェックシート提示する試行を実施していくところ。 ヒ ツヅ		・設計条件明示チェックシート セッケイ ジョウケン メイジ

				◇設計照査（的確な条件設定と確認、照査の充実等）		設計照査については、照査体制の強化として「赤黄チェック」の取り組みを実施しているところ		・照査体制の強化 ショウサ タイセイ キョウカ

				◇工事発注時チェックシートの活用継続		工事発注時チェックシートについては、試行を実施しているところ。 ジッシ		・工事発注時チェックシート コウジ ハッチュウジ

				◇詳細設計における各工種の設計目的・設計条件・成果内容の明確化と適切な費用計上（指定仮設・任意仮設）		「土木設計業務変更ガイドライン補足資料」に指定仮設・任意仮設の取扱に関する具体的な設計変更事例を追加予定。		・設計変更 セッケイ ヘンコウ

				◇詳細設計から工事に至る段階（三者協議を含む）でのコンサルタント業務の適切な運用		「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」、「業務推進審査会」を活用して適切な設計変更を継続しているところ。		・設計変更 セッケイ ヘンコウ

				◇建設事業各段階における地質リスク調査検討業務の継続的な発注及び多岐事業分野への展開		地質・地盤に関わる不確実性の影響により事業への影響が大きいと見込まれる場合は、適切に業務を実施していくところ。		ー

				■ＤＸの推進

				◇DX 環境の整備（技術基準類の電子化、テレワーク・WEB 会議の推進）		技術基準類の電子化及び業務ＷＥＢ会議推進の要望については本省に伝えていく。 ギジュツ キジュン ルイ デンシカ オヨ ギョウム カイギ スイシン ヨウボウ ホンショウ ツタ		・ＤＸ関連 カンレン

				◇発注者側のi-con及びBIM/CIMに関する目的や内容の認識・技術力向上及び技術的な側面での充実・改善		受発注者双方でBIM/CIMに関する認識・技術力向上に努めているところ。		・ＤＸ関連 カンレン

				◇インフラ各分野における三次元デジタルデータの整備促進		BIM/CIMを活用することで、受発注者双方の業務効率化・高度化が図られること及び測量・地質調査段階から３次元データの作成・活用を行うことを位置付けているところ。		・ＤＸ関連 カンレン

				◇BIM/CIM推進に向けた双方による勉強会・意見交換会の開催継続		引き続き、BIM/CIMに関する勉強会等による連携を行う。 オコナ		・ＤＸ関連 カンレン

				■その他

				◇広域（複数の発注者）にまたがる災害対応マネジメントに対する受発注者協働での支援体制・仕組みの整備・充実		災害時における業務の一時中止や工期延期等について引き続き適切に対応しているところ。 サイガイ		ー

				◇企業経営の安定と処遇改善に向け、引き続き分離発注の維持と、地質調査の「安定的な発注量の確保」		今後も必要かつ十分な公共事業予算の安定的・持続的な確保に取り組むとともに、要望等を踏まえ、適切な予算配分に努めていく。
「分離発注」については、入札･契約、総合評価の実施方針により業務区分に応じた分離発注を原則として実施しているところ。		ー

				◇発注者支援業務の公告時期の前倒し ハッチュウシャ シエン ギョウム コウコク ジキ マエダオ		本省より送付される実施要領に則って局内及び各事務所と調整を行い、公告時期の見直しを検討していく。		ー







































































建コン協会　R06回答





		令和６年度　建設コンサルタント業務の諸課題に関する意見交換会　関東地方整備局　回答

						赤字：地整重点項目　　緑地：口頭回答項目 アカジ チセイ ジュウテン コウモク ミドリジ コウトウ カイトウ コウモク

		項目 コウモク				要　　　望 ヨウ ノゾミ		回　　　　　答 カイ コタエ		備考 ビコウ		担当 タントウ

		1章．担い手確保・育成のための環境整備 ショウ		1.1.建設産業全体の働き方改革と生産性向上に向けた受発注者協働による取組み推進・強化

		1.1.1.履行期限(納期)の平準化と標準履行期間の確保への取組み強化

　関東地方整備局では、建設コンサルタント業務の年度早期の業務発注や年度繰越（当初・変更後）を活用した納期分散に取り組んでいただいているところです。さらなる納期分散の実現のため、設計変更後の目指すべき納期目標と整合を図った施策の強化と計画的展開をお願いします。

① 業務の納期分散の実現、目指すべき納期目標※（本省、地整、地方自治体）
　　※ 納期目標（設計変更後）
           第１ 四半期20％程度、第２ 四半期30％程度、第３ 四半期15％程度、第４ 四半期35％程度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3 月15％以内）
　　　　  翌債･国債の活用を年度に契約する件数割合25％以上
　  ※ 【R5 関東地整目標】
　　  　　第１ 四半期15％以上、第２ 四半期25％以上、第３ 四半期25％以上、第４ 四半期35％以下
　　　  　翌債・国債等25％以上

② 納期分散目標を実現するための施策※の展開（本省、地整、地方自治体）
　　※ ゼロ国債、2 か年国債等国債、秋納期となる翌債の活用、繰越の柔軟な運用、
　　　　前倒し発注等発注時期分散化、適切な履行期間の確保、履行期限の延期

③ プロポーザル方式・総合評価落札方式業務の公示・提案時期の分散化（地整、地方自治体）

④ 業務スケジュール管理表に基づく的確な契約管理（地整、地方自治体）
		①履行期限の平準化は、繁忙期と閑散期の業務量の差を少なくし、年度末の業務集中の回避に寄与するものであることから、関東地方整備局としても重要だと認識しております。
　 国土交通本省の令和６年度重点方針が発出され、関東地方整備局においても準じているところです。
　 第１四半期は１５％以上、第２四半期は２５％以上、第３四半期は２５％以上、第４四半期 ３５％以下、翌債・国債等２５％以上を目標とし、整備局・各事務所で取り組んでいます。
　 令和５年度については、第４四半期の設定目標は３５％以下であったものが、実績が５９％、うち３月は４２％と目標達成には至りませんでした。国債・翌債等の繰越しの活用については、Ｒ５年度には４１％程度実施しており、令和６年度の平準化に寄与してくると考えておりますが、引き続き推進して参ります。

②履行期限の平準化については、令和６年度に『設計業務等の品質確保対策及び入札契約方式等の改善』重点方針の《関東方針》を作成の上、各部・各事務所長等あてに企画部長通知を発出したところです。平準化に係る具体的な取組は以下のとおりですが、現在、実施上の課題・実態把握等のフォローアップを行っているところであり、結果を踏まえながら目標達成に向けた検討を行って参ります。
　　《参考　関東方針（案）　具体的な取組》
　　　取組１　第２～３四半期に契約する業務は発注前の翌債申請による履行期限の再検討を実施。
　　　取組２　不調、不落による再公示および発注時期が遅延する場合、翌再手続きにより適正な履行期間を確保
　　　取組３　繰越業務の工期を変更する必要が生じた場合においても、第４四半期まで履行期限を延伸しない
　　　取組４　国債（ゼロ国債、平準化国債）を活用し第４四半期を履行期限としない。
　　　取組５　通年業務の履行時期の見直し（平準化国債）

③年度末の集中を避けるため、予算成立を前提とした入札公示の前倒しや翌債・国債の活用を進めて参ります。
　 また、履行期限の平準化に向けた取り組みも行って参ります。

④発注時の履行期間については、設計業務等標準積算基準書により適切に設定するとともに、条件明示も実施の徹底を図っております。
　業務着手後については、進捗状況や課題等を受発注者で共有するためのツールである「業務スケジュール管理表」を用い、業務の適確な進捗管理を図っております。　業務着手後に工程が大きく遅れるような事態であることが判明した場合は、関東地方整備局が独自に制度化した、受発注者双方の発議で開催できる「業務推進審査会」を活用し、受発注者了解による適切な変更契約につなげており、この取組を継続して参ります。 レイワ ネンド ヘイジュンカ キヨ カンガ ヒ ツヅ スイシン マイ レイワ ネンド サクセイ ウエ カクブ カク ジムショ チョウ トウ キカク ブチョウ ツウチ ハッシュツ ヘイジュンカ カカ イカ ゲンザイ ジッシ ウエ ケッカ フ オコナ トリクミ クリコシ ギョウム コウキ ヘンコウ ヒツヨウ ショウ バアイ ダイ シハンキ リコウ キゲン エンシン ハンメイ		資料－１
P２







資料－２－①
（参考資料）
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資料－１
P3 シリョウ シリョウ		技術管理課
①②③技術審査係
④基準第二係

						1.1.2.受発注者協働によるワークライフバランスの更なる改善に向けての施策の推進・強化

  関東地方整備局では、H30 年から業務環境改善の方策を開始し、R3 年度からは「業務環境実施要領」として、「ウィークリースタンス」の全業務への適用と、実施報告の局提出義務化を開始していただきました。今後も実施結果を踏まえ、ワークライフバランス改善推進への取り組み継続と、好事例として地方自治体への水平展開の更なる推進をお願いします。

① 「ウィークリースタンス」の確実な推進と地方自治体への展開の一層の強化

② 深夜・休日勤務につながる業務指示・待機指示の削減・手戻り発生の排除（計画系業務）
   深夜・休日勤務につながる業務指示・待機指示の削減
   特記仕様書への具体的な記述（関東地方整備局においては記述をしていただいています。）
   実態に即した適切な費用計上

③ 業務スケジュール管理表及びワンデーレスポンスの実施等の徹底

④ 入札・契約関連書類の統一ならびに簡素化による事務負担軽減		　関東地方整備局では、担い手確保・働き方改革・品質確保等に資する各種取組について、積極的に取り組んでいるところです。
　「ウィークリースタンス」につきましては、令和３年３月に実施要領を策定済みであり、対象を全ての業務に拡大済みです。
　令和５年度の実施状況報告結果では、令和３年度原則実施とした５つの取組項目について、「水曜日は定時帰宅を心がける(ウェンズデー・ホーム)」が８２％だったものの、その他4項目については９０％以上が「実施できた」との回答であり、ウイークリースタンスは適切に実施しており、良好な実施状況であると認識しております。
 　業務完了後に、受注者より実施状況報告を提出いただく取組を令和５年度までとしておりましたが、この取組を今年度以降も継続して参ります。
　更なる取組改善に向けては、現場の実態を把握することが重要ですので、貴協会から協会所属の各社への取組の理解、及び提出の呼びかけの強化を引き続きお願いしたいと思います。

①関東地方整備局管内の自治体に対しましては、国や地方公共団体等で構成される「関東ブロック発注者協議会」において、関東ブロック独自指標として、ウィークリースタンス実施調査結果について、取組の見える化を行い、指標の解説および取組状況を紹介しており、引き続き、この取り組みを継続して参ります。

②ウィークリスタンスの原則実施5項目の中に「土日に休暇が取れるよう金曜に依頼しない(フライデー・ノーリクエスト)」があり、令和５年度実施状況報告では９１％が実施できたとの回答でした。深夜や休日対応が生じないよう、事前に作業内容や時期を明確にするなど計画的な業務の進捗に取り組むよう、事務所等へ周知・指導して参ります。

③「業務スケジュール管理表」は、すべての業務において特記仕様書に記載し、工程管理に取り組んでおります。「ワンデーレスポンス」についても、毎年、適切に実施するよう事務所に周知しており、引き続きこの取組の徹底を指導して参ります。

④入札・契約関連書類の統一ならびに簡素化による事務負担軽減の取組については、「クラウドを活用した資料閲覧」や「入札公告資料の合理化」、「一括審査方式の導入」、「実施能力を評価した選定の更なる簡素化」等これまでも取り組んできたところです。適切に継続して参ります。

 スイヨウビ テイジ キタク ココロ タ コウモク ジッシ カイトウ ヒ ツヅ ケイゾク ゲンソク ジッシ コウモク ナカ ドニチ キュウカ ト キンヨウ イライ レイワ ネンド ジッシ ジョウキョウ ホウコク ジッシ カイトウ シンヤ キュウジツ タイオウ ショウ ジゼン サギョウ ナイヨウ ジキ メイカク ケイカクテキ ギョウム シンチョク ト ク ジムショ トウ シュウチ シドウ マイ ギョウム トッキ シヨウショ キサイ コウテイ カンリ ト ク マイトシ ジムショ シュウチ ヒ ツヅ ニュウ カツヨウ シリョウ エツラン ニュウサツ コウコク シリョウ イッカツ シンサ ホウシキ ドウニュウ ジッシ ノウリョク ヒョウカ センテイ サラ カンソカ ナド		









資料－２－①
（参考資料）
P２～１７









資料－１
P４～７ シリョウ		技術管理課
　基準第二係

				1.2.人材の確保・育成		1.2.1.若手・女性・シニアなど多様な技術者の活用・育成（地整、地方自治体）
  
    関東地方整備局では、総評業務における若手技術者配置の加点、産休・育休期間を考慮した業務実績評価対象期間延長などに取り組んでいただいています。さらにR4 年からシニア技術者等の活用を促す「照査技術者の配置要件の見直し：総評・プロポ業務審査において照査技術者としての実績、照査技術者業務の評価点を追加する総評評価の仕組み」を導入いただきました。今後も、若手・女性・シニア技術者の活用・育成のための入札・契約制度の継続をお願いします。

① 契約・評価制度※の改善の継続
     ※ 若手：プロポーザル方式・総合評価落札方式において、基礎点が低い(経験が浅い）
          若手技術者でも担当技術者として配置し易い評価方法など
     ※ 女性：担い手（女性）育成支援：女性を含めた様々な技術者が係る制度の試行・改善など
     ※ シニア：照査技術者を継続できる評価制度、管理技術者実績ではなく照査技術者実績を
          評価・考慮する制度など
     ※ 育休：管理技術者が短期間の育休をとる場合に、育休期間終了後に管理技術者に復帰できる
          取組みの好事例の水平展開

② 表彰制度の改善の継続
    若手・女性技術者の技術力向上・モチベーションアップにつながるような表彰制度の水平展開		①平成２７年度より若手技術者（３５歳以下、又は４０歳以下）を管理技術者として配置する場合に加点評価する試行や、平成２８年度からは出産や育児等による休業期間を遡って評価対象期間とする試行を行っており、今後も継続して推進して参ります。
　また、令和４年８月からは照査技術者の実績を評価する取組を導入しているところです。

②令和７年度以降となりますが、「若手・女性技術者奨励賞（事務所長等表彰）」の制度が創設されたことを踏まえ、管理技術者、主任技術者または担当技術者で、３５歳以下(3月31日時点)の若手技術者もしくは女性技術者の受賞者を対象として、総合評価にて加点するインセンティブの付与を検討して参ります。
 ヘイセイ ネンド サイ イカ マタ カンリ ヘイセイ ネンド レイワ ネン ガツ ヒョウカ トリクミ レイワ ネンド イコウ ワカテ ジョセイ ギジュツシャ ショウレイショウ ジム ショチョウ トウ ヒョウショウ セイド ソウセツ フ カンリ ギジュツシャ シュニン ギジュツシャ タントウ ギジュツシャ サイイカ ガツ ニチ ジテン ワカテ ギジュツシャ ジョセイ ギジュツシャ ジュショウシャ タイショウ ソウゴウヒョウカ カテン フヨ ケントウ マイ		資料－１
P８～１０



資料－１
P１１		技術管理課
　技術審査係

技術管理課
　技術検査係
※②のみ

				1.3. 適切な費用計上		1.3.1.積算価格と実勢価格との乖離の是正（地整、地方自治体）

  点検・診断業務における、積算時の現地条件等の配慮と仕様や積算条件の明確化
  橋梁補修・補強設計における、設計条件の明確化		　点検・診断、補修・補強設計については、引き続き、特記仕様書への条件明示を適切に行って参ります。
　積算価格と実勢価格との乖離については、現場の実態を把握することが重要ですので、歩掛かり実態調査への協力をお願い致します。貴協会から協会所属の各社へ調査への協力の呼びかけをお願い致します。 ブ カ ジッタイ チョウサ キョウリョク ネガ イタ チョウサ キョウリョク イタ				技術管理課
　基準第二係

		２章．技術力による選定 ショウ		2.1.（国）プロポーザル方式・総合評価落札方式等の的確な運用・改善		2.1.1. 業務の内容に応じた適切な発注方式の選定

　関東地方整備局では、総合評価落札方式における技術評価点の差の明確化に取り組んでいただいています。現状では評価点差が小さく、参加企業は調査基準価格付近での入札が多い認識です。
技術評価点の差の明確化やより技術力が競えるプロポーザル方式の増加の取組みの継続をお願いします。

① 技術力による選定方式の着実な増加（地整）
　 技術力が競えるよう、プロポーザル方式の増加を主眼に、業務内容に応じた適正な発注方式の選定
　 難易度の高い業務における総合評価落札方式からプロポーザル方式への移行業務の追加
　 価格競争入札から総合評価落札方式への移行業務の追加
② 斜め象限図の適切な運用（本省、地整）
　 新たな業務への対応や技術的難易度の実態を考慮した、受発注者協働での検討による斜め象限図の更新
　 斜め象限図を補完するチェックリスト等の活用ツールの充足
　 建コン協会で作成した斜め象限図を補完するチェックリストの周知と活用		①業務発注にあたっては、国土交通本省が発出している「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン」を準用し、関東地方整備局では、価格競争方式の対象業務を総合評価落札方式（簡易型）に読み替えて、業務内容に応じた発注方式の選定を行っております。また、土木建設コンサルタント業務では、プロポーザル方式による発注が、件数、金額ともに全体の約３割となっております。
なお、協議調整、地元説明、厳しい施工条件での設計等については、業務の特性を考慮の上、プロポーザル方式の選定も検討することとしているところですが、実務者WGでのご意見を踏まえ、令和６年度版のガイドラインに明記したところです。
　今後も、個々の業務の特性や難易度等を十分勘案し、業務内容に応じた適切な発注方式の選定を進めて参ります。

②斜め象限図についても、「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン（本省）」を準用しているところであり、価格競争方式を総合評価落札方式（簡易型）で運用しています。更新等のご要望については本省に伝えて参ります。 キョウギ チョウセイ ジモト セツメイ キビ セコウ ジョウケン セッケイ トウ ギョウム トクセイ コウリョ ウエ ホウシキ センテイ ケントウ ジツムシャ イケン フ レイワ ネン ド バン メイキ ナナ ショウゲン ズ ホンショウ カカクキョウソウ ホウシキ ソウゴウヒョウカラクサツ ホウシキ カンイガタ ウンヨウ コウシン トウ ヨウボウ ホンショウ ツタ マイ		資料－１
P１２～１４






資料－２－①
（参考資料）
P１８		技術管理課
　技術審査係

						2.1.2.計画系プロポーザル業務の業務規模の改善（地整）		業務の発注に当たっては、適切な規模及び業務内容で発注するよう、各事務所等に周知して参ります。				技術管理課
　技術審査係

						2.1.3.総合評価落札方式における落札率の改善（地整）		調査基準価格については、令和６年４月１日以降に入札公告等を行う業務を対象に、一般管理費を10分の4.8⇒5.0を乗じて得た額に改定されたところです。落札率についても留意して参ります。 チョウサ レイワ ネン ガツ ニチ イコウ ニュウサツ コウコクトウ オコナ ギョウム タイショウ イッパン カンリヒ ブン ジョウ エ ガク カイテイ ラクサツ リツ リュウイ マイ		資料－１
P１５		技術管理課
　基準第二係

						2.1.4. 業務成績評定の適切な運用と業務・技術者表彰の運用改善（本省、地整）

① 業務成績評定の運用改善
　 地方整備局間の格差を是正するなど統一的運用
　 事務手続きに関する改善(業務成績評定の速やかな細目を含めた通知）
② 業務・技術者表彰の運用改善
　 業務・技術者表彰の表彰数について、地方整備局間での統一的運用
　 表彰における選定基準、表彰付与の考え方などの開示
　 プロポーザル・総合評価落札方式における表彰の取り扱いは、「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン（平成27 年11 月）」に示される考え方に沿って、地方整備局間での統一的運用		　①業務成績評定については、全地整共通の「地方整備局委託業務等成績評定要領」に基づき評価を行っております。引き続き適切な評価を行うよう努めて参ります。当地整では業務完了後、業務成績評定結果について速やかに通知を行っております。引き続き速やかに通知を行うよう努めて参ります。

　②表彰制度については、発注件数、地域性などを考慮して、各地方整備局によって、その都度改善や見直しが行われることが適切と考えております。
　また、優良業務及び優秀技術者表彰は、表彰対象年度に完了した業務の中から、その業務成果及び業務への取り組み方が優秀であり、他の模範となる業務を対象に表彰させていただくものですので、受注された業務を適切に完了いただくことで成績評定点等により総合的に評価しております。 ゼン チセイ キョウツウ		資料－２－①
（参考資料）
P１９		技術管理課
　技術検査係 ギジュツ ケンサ ガカリ

						2.1.5. 国土交通省登録資格組合せ評価試行の適切な運用（本省）

① 令和４年度および令和５年度試行結果を踏まえた適切な対応
　 令和5 年度試行状況の共有
　 RCCM 資格の適正な評価と組み合わせ加点する資格の適切な選定
　 計画的に資格取得ができるよう、RCCM 資格以外の資格の評価方針の事前公開
　 本格導入については、余裕を持ったスケジュールでの導入
　 RCCM 資格を他の国土交通省登録資格より高い評価とする
　 RCCM 資格について、技術士と同様に、他の国土交通省登録資格と組み合わせて評価						技術管理課
　技術審査係

				2.2.（地方自治体）発注方式の改善		2.2.1.業務の内容や地域の実情等に応じた、技術力を基本とした発注方式の選定（地方自治体）

 斜め象限図の周知と適用促進
 技術力による選定・発注方式（プロポーザル方式・総合評価落札方式）の導入促進、発注増加
 技術力評価を適正に行うための、業務成績評定や業務・技術者表彰の導入促進		※都県政令市が回答				都県政令市

						2.2.2.見積徴取時の予定価格設定方法の改善と見積徴取時の歩掛の事前開示（地方自治体）

 最低値を採用している地方自治体において、平均値または最頻値の採用		※都県政令市が回答				都県政令市

						2.2.3.最低制限価格制度導入の徹底および予定価格の事後公表の拡大（事前公表の撤廃）
（地方自治体）		※都県政令市が回答				都県政令市

						2.2.4. 入札参加資格への建設コンサルタント登録制度の活用（地方自治体）

 入札参加資格において「建設コンサルタント登録」を必須条件とする審査制度		※都県政令市が回答				都県政令市

		２章．技術力による選定 ショウ		2.3（国・地方自治体）地域の担い手づくりのための地域コンサルタントの活用の拡大と
育成		2.3.1.地域コンサルタントの技術力向上が図れる仕組みの導入促進（地整、地方自治体）

    関東地方整備局では、R5 年から試行されている「実施能力を評価した選定（実施能力評価拡大型）：評価項目として国交省業務の成績・表彰を省略」により、国交省業務実績のない地域コンサルタントの参入拡大が図られています。今後も、継続拡大をお願いします。		　関東地方整備局発注業務の受注実績が無い企業の参入機会の確保を目的として､評価項目の成績・表彰を省略し、技術的課題を評価する方法として、実施能力評価拡大型の試行を、令和４年８月より適用しているところであり、引き続き継続して参ります。
　 ヒョウカ コウモク セイセキ ヒョウショウ ショウリャク ヒ ツヅ ケイゾク マイ		資料－１
P１６～１８		技術管理課
　技術審査係

						2.3.2.地域コンサルタントが実施することにより一層の品質向上が期待できる業務等に対する入札契約制度の工夫改善の推進（地整、地方自治体）

    関東地方整備局では、地域性の高い業務について対象地域の本店・支店・営業所の有無による
加点を行う総合評価落札方式の試行が導入されています。また、R6 年より総合評価落札方式にお
いて災害協定締結の有無を評価する取組みも始まりますので、今後も継続拡大をお願いします。

 国土交通省業務における地方自治体の業務実績の活用促進		地元企業の育成・確保のために、対象地域の本店・支店・営業所の有無による加点を行う試行を実施中であり、引き続き取組を継続して参ります。
また、令和６年８月以降に公示する総合評価落札方式においては、災害活動実績の有無に加え、災害協定締結の有無を評価する試行を開始しております。今後も試行データを蓄積・分析の上、貴協会のご意見をいただきながら、試行の継続拡大について検討して参ります。 ジッシチュウ レイワ ネン ガツ イコウ コウジ ソウゴウヒョウカ ラクサツ ホウシキ サイガイ カツドウ ジッセキ ウム クワ サイガイ キョウテイ テイケツ ウム ヒョウカ シコウ カイシ コンゴ シコウ チクセキ ブンセキ ウエ シコウ ケイゾク カクダイ		資料－１
P１９～２１

				2.4. 適切な設計変更		2.4.1. 「土木設計業務等変更ガイドライン」の補足資料の策定と適切な設計変更（地整）

  関東地方整備局では、（一社）建設コンサルタント協会関東支部と連携して、条件明示・設計変更事例等を記載した「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」を作成いただきました。また、設計変更内容を審査する「業務推進審査会」の仕組みを導入いただき、適切な設計変更をしていただいています。今後も取り組みに基づく確実・適切な設計変更をお願いします。

① 土木設計業務等変更ガイドラインの理解を促す補足資料の全地整での策定と運用の徹底に基づく確実・適切な設計変更※
   ※設計変更例：打合せ協議書、指示書、特記仕様書などの内容の明確化による作業量に応じた費用の支払い、条件設定遅れに応じた履行期限の延期など		　設計変更にあたっては、「土木設計業務等変更ガイドライン」に基づき実施するとともに、関東地方整備局が独自に制度化している「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」、「業務推進審査会」を活用して、引き続き適切な設計変更に努めて参ります。		資料－２－①
（参考資料）
P２０～２１		技術管理課
　基準第二係

				2.5. 新たな契約制度への対応		2.5.1. 生産性向上と品質向上に資する新たな事業推進形態の拡大と制度改善（本省、地整）

  関東地方整備局では、R2年から事業促進PPP業務の発注条件について、常駐・専任義務の緩和、工区内設計業務の受注緩和に取り組んでいただきました。今後も継続してそれらの仕組みを活用するとともに、費用の適正化（技術者区分の適正化、柔軟な設計変更）、官民の役割分担の明確化、請負契約から準委任契約等への改善をお願いします。

① 監理業務（PM･CM）、事業促進PPP の拡大と制度改善
  事業促進PPP、PM/CM における費用の適正化（技術者区分の適正化、柔軟な設計変更）
  官民の役割分担の明確化
  請負契約から準委任契約等への改善
  技術的難易度や早期開通などの事業条件を考慮した費用の設定
  監理業務（PM･CM）：平常時での適用拡大
  事業促進PPP： 「受注制限緩和」「常駐・専任緩和」の取組みの水平展開
		　国土交通省直轄の事業促進ＰＰＰ ガイドライン（R6.4一部改正）において、『事業促進ＰＰＰは、全体事業計画の整理、測量・調査・設計業務等の指導・調整、地元及び関係行政機関等との協議、事業管理、施工管理、BIM/CIM（統合モデル）活用支援等のマネジメント業務を直轄職員が柱となり、受発注者が一体となって実施する。なお、予算管理、契約、最終的な判断・指示は発注者の権限とする』とされていることを踏まえ、ガイドラインに沿って運用しているところです。
　今後も、貴協会等のご意見・ご協力を頂きながら、官民協働による効率的な事業推進のため、本取組を進めて参ります。また、費用の適正化については国土交通本省に伝えて参ります。
なお、「受注制限緩和」、「常駐・専任緩和」等の関東地方整備局の取組については、R6.4に本省主催の会議の場で他の地方整備局に紹介させていただいております。 セコウ カンリ トウゴウ カツヨウ シエン トウ ギョウム ジュチュウ セイゲン カンワ ジョウチュウ センニン カンワ トウ カントウ チホウ セイビキョク トリクミ ホンショウ シュサイ カイギ バ タ チホウ セイビキョク ショウカイ		資料－１
P２２～２６		技術管理課
　技術審査係

						2.5.2. 設計者・施工者連携方式の検討等合理的な入札契約制度の選定（本省、地方自治体）

① ＥＣＩ方式の拡大と制度改善
  ＥＣＩ適用範囲の拡大について、国のガイドラインへの記載
  橋梁修繕の他、災害対応も含め適用拡大
  設計段階において施工上の課題や対応に関する意見交換を、発注者・設計者・施工者の三者で行う取組みの好事例の水平展開		※都県政令市が回答				都県政令市

		３章．品質の確保・向上		3.1. 受発注者それぞれの役割を踏まえたエラー防止への取組み		3.1.1. 受発注者合同現地踏査の実施（地整、地方自治体）

 合同現地踏査の継続的実施
 地質情報の不確実性が高い現場では、必要に応じ地質技術者の参加への配慮		・「合同現地踏査」については、重要構造物に関する詳細設計については原則実施、その他の設計業務についても、現地踏査が有効な業務については、積極的に実施することとしており、受発注者協議により、複数回実施することも可能としております。毎年、各事務所等にも周知しており、引き続き、この取組み実施するように努めて参ります。
・地質技術者の参画については、平成29年度より、発注者と土木設計業務等受注者が合同で行う現地踏査や、発注者、土木工事及び土木設計業務等受注者で実施する三者会議に地質技術者が参画する試行を実施しております。毎年、各事務所等にも周知しており、引き続き、この試行を実施するように努めて参ります。 ゲンチ トウサ ギョウム セッキョクテキ フクスウカイ ジッシ カノウ サンカク ヘイセイ ネン シコウ		資料－１
P２７


資料－１
P２８		技術管理課
　基準第二係

						3.1.2.設計条件明示チェックシートの効果的な運用・活用（地整）

 関東地方整備局では、条件明示チェックシートの総合評価落札方式の技術審査段階での公表に取り組んでいただいています。今後、出来るだけ多くの詳細設計業務を対象にした条件明示チェックシートの審査段階公表業務数の拡大と、業務内における確実な条件明示チェックシートの提示をお願いします。

 条件明示チェックシートの積極的な周知・活用促進
 施策例：業務公示時の特記仕様書に添付するなど契約図書として明確化
              ：ガイドラインへの記載
              ：建コン協会作成リーフレットの現場への配布

馬場　孝之: 【確認】
「ガイドラインへの記載」とは何のガイドライン？）		「条件明示チェックシート」については、試行として1事務所1件の実施、及びその実施結果、活用状況の報告をお願いしているところです。
毎年、適切に実施するよう、各事務所等にも周知しており、条件明示チェックシートの積極的な周知・活用促進のため、引き続きこの取組を実施するように努めて参ります。
		資料－１
P２９		技術管理課
　基準第二係

						3.1.3.設計照査（的確な条件設定と確認、照査の充実等）（地整）

 照査項目や対象工種の追加など継続的な照査要領の充実		「設計照査」については、照査体制の強化として平成28年度より詳細設計業務を対象に、「赤黄チェック」の取り組みを実施しているところです。
毎年、適切に実施するよう各事務所等にも周知しており、引き続きこの取組を実施するように努めて参ります。
 セッケイ ショウサ ト ク ジッシ		資料－１
P３０		技術管理課
　基準第二係

						3.1.4. 設計から工事への確実な情報共有
 
 関東地方整備局では、建設コンサルタンツ協会本部から試行導入に関する要望書を踏まえ「工事発注時チェックシート」を試行・導入していただきました。今後もチェックシートの活用継続をお願いします。またR5 年に施行された業務の課題共有を図り、チェックシートの改善を図りたいと考えます。

① 施工条件明示チェックシートの試行拡大（地整）
    関東地方整備局では、橋梁詳細設計において「工事発注時チェックシート」を試行中である。

② 設計と施工のシームレス化の検討（本省、地整）

馬場　孝之: 【確認】
 「施工条件明示チェックシート」とは？「工事発注時チェックシート」のことか？		　「工事発注時チェックシート」については、貴協会関東支部の協力により作成し、試行を進めているところです。
今年度は、昨年度完了した2件の橋梁詳細設計業務の試行結果のフォローアップを実施する予定です。
　チェックシートは円滑な工事発注、工事発注作業の効率化に有効であると認識しておりますので、引き続きご協力を宜しくお願い致します。 サクネン ド カンリョウ ケン キョウリョウ ショウサイ セッケイ ギョウム		資料－１
P３１		技術管理課
　基準第二係

				3.2. 詳細設計及び三者会議等における総合的な品質の確保		3.2.1. 詳細設計における各工種の設計目的・設計条件・成果内容の明確化と適切な費用計上（地整）

関東地方整備局では、指定仮設時の作業増に伴う設計変更が適切に行われています。また、R5年から、関東地整の設計業務等共通仕様書においても、仮設設計が任意仮設であることを示す補足を加えていただきました。今後も、特に指定仮設と任意仮設の仕様書や設計協議における違いの明確化、任意仮設と指定仮設の成果の取扱い、その責任所在の明確化の取り組み継続をお願いします。

① 詳細設計における作業実態と歩掛との乖離の解消
1) 詳細設計の施工計画・仮設計画において、下記に留意し、受発注者間の認識を合致
  設計条件・設計内容の明確化
  適切な費用計上（見積もり等による実態に即した費用計上）
2) 特記仕様書における“修正”設計内容および関係機関協議内容の明示

② 指定仮設と任意仮設の取り扱い
1) 設計業務等標準積算基準における指定仮設の記載内容の周知
2) 任意仮設か指定仮設かについて、下記に留意し、受発注者間の認識不一致を解消
  指定仮設と任意仮設の仕様書や設計協議における違いの明確化
  任意仮設と指定仮設の成果の取扱い(任意は参考図、指定は設計図）の認識共有
  責任所在の明確化と歩掛の改善
3) 特記仕様書への指定仮設明記の取組みの水平展開
4) 指定仮設への条件変更時の適切な設計変更		①　設計変更にあたっては、「土木設計業務等変更ガイドライン」に基づき実施するとともに、関東地方整備局が独自に制度化している「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」、「業務推進審査会」を活用して、引き続き適切な設計変更に努めて参ります。

②　関東地方整備局では、令和5年3月に、設計業務等共通仕様書の仮設構造物詳細設計を任意仮設であることを明記するとともに、仮設構造物詳細設計に係る任意仮設又は指定仮設の区分による積算についてのフローと特記仕様書作成例を作成し、適切に特記仕様書の作成及び積算されるよう各事務所に通知しており、詳細設計における、指定仮設時の作業増については、適切に費用計上されていると認識しております。今後も、 この取り組みを継続して参ります。　

　 カントウ チホウ セイビキョク レイワ ネン ガツ オヨ カク ジムショ ツウチ シテイ ジ サギョウ ゾウ マイ		資料－２－①
（参考資料）
P２０～２３		技術管理課
　基準第二係

						3.2.2. 詳細設計から工事に至る段階（三者協議を含む）でのコンサルタント業務の適切な運用（地整）

   設計時の現場状況、設計条件（地質調査の有無や仮設設計での任意・指定等）が共有されていない状況も散見されています。工事発注後の問い合わせや修正設計のあり方についても検討を進めていただきたいと考えます。また、前述の関東地方整備局で試行中である「工事発注時チェックシート」（橋梁詳細設計）の有効性を確認し、他分野への活用拡大も検討を進めていきたいと考えます。

①詳細設計から工事に至る段階(三者協議を含む）における追加業務や修正設計の定義の共有化と適切な工期設定、費用計上

②詳細設計から工事に至る段階でのコンサルタントの対応に関する説明資料の作成		　「工事発注時チェックシート」の他分野への活用拡大については、昨年度、橋梁詳細設計で実施した「工事発注時チェックシート」活用状況、有効性等を確認したのち検討したいと考えております。

①②　
　三者協議において、コンサルタントに責がない新たに追加業務や修正設計を行う必要がある場合には、別途業務の発注を検討致します。
　設計変更にあたっては、「土木設計業務等変更ガイドライン」に基づき実施するとともに、関東地方整備局が独自に制度化している「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」、「業務推進審査会」を活用して、引き続き適切な工期設定、費用計上に努めるとともに、適宜「土木設計業務等変更ガイドライン補足資料」の追記及び見直しの検討を図って参ります。
　 サクネンド キョウリョウ ジッシ カツヨウ ジョウキョウ ユウコウセイ ナド カクニン ケントウ カンガ ギョウム ベット ギョウム ハッチュウ ケントウ イタ テキギ ツイキ オヨ ミナオ ケントウ ハカ マイ		資料－１
P３１【再掲】



資料－２－①
（参考資料）
P２４～２５ サイケイ		技術管理課
　基準第二係

		４章．受発注者協働による災害対応に向けた継続的な環境改善		4.1. 被災地域に対する迅速かつ適切な災害対応と改正労働基準法遵守との両立		4.1.1. 災害対応業務への体制整備（本省、地整、地方自治体）

①災害対応業務への従事技術者が対応していた既往業務への効果的な対応※
   ※ 業務一時中止命令や工期延期の実施、管理技術者交代要件の緩和

②広域（複数の発注者）にまたがる災害対応マネジメントに対する受発注者協働での支援体制・仕組みの整備※
   ※ 例：国による災害指定に関する対応、災害対応の要請の一元化、官民合同の災害訓練開催、ICT技術の活用など

③災害対応業務への従事技術者に対し、労働基準法第33 条の適切・確実な適用に関する厚生労働省への働きかけ



馬場　孝之: 【確認】どの要望が本省、地整、地方自治体なのか？		①　関東地方整備局では、災害対応、特に初動対応については、迅速かつ的確な対応が必要ですので、「国土交通省直轄事業における災害発生時の入札・契約等に関する対応マニュアル」（令和３年４月国土交通省）、「災害復旧における入札契約方式の適用ガイドライン」（令和３年５月改定　国土交通省）に基づき、災害時における業務の一時中止や工期延期等について引き続き適切に対応して参ります。

②現状、災害時の対応要請については、当局・自治体等と各種協会・個別企業との間で締結している災害協定や覚書等に基づき実施されていると認識しております。
また、災害発生時に協定などによる実効性のある連携体制の確保は重要であるとも認識しております。
貴協会と関東地方整備局との間では、災害協定を締結しており、また今年度より、災害協定に基づき対応を要請するにあたり、関係者間で連携を強
化して対応にあたるべく、「災害協定に基づく対応要請における関係者間の情報共有」を図る取り組みも実施させていただいております。
　今後も、各事務所における要請状況の把握に努める等し、効率的かつ迅速な災害対応ができるよう、努めてまいります。

③労働基準法第３３条については、厚労省から都道府県労働局長あて「災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等に係る許可基準の一部改正について」（令和元年６月７日付け基発0607 第1 号）及び都道府県労働局労働基準部監督課長宛て「災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等に係る許可基準の解釈に当たっての留意点について」（令和元年６月７日付け基監発0607 第1 号）により、災害時の時間外労働に関する許可又は事後の承認の基準などの運用や留意点が通知されており、これに基づき適切に運用されるものと考えている。		











資料－１
P３２		技術管理課
　基準第二係

						4.1.2. 災害対応業務への適切な評価（地整）

 緊急的な災害対応業務実施に対する表彰制度の拡充と水平展開		　
　緊急的な災害対応業務実施に対する表彰制度の拡充と水平展開について、関東地方整備局では、現在、総合評価落札方式（標準型、簡易型）で発注する業務において、災害協定等に基づく活動実績の評価に加え、新たに災害協定締結の有無について評価対象として加え評価しているところです。				技術管理課
　技術検査係 ギジュツ ケンサ ガカリ

				4.2. 地方自治体における災害申請作業の合理化・適切化に関する改善と適切な費用計上		4.2.1. 災害申請作業の合理化・適切化（本省、地方自治体）

 災害査定の効率化の適用拡大の継続

 大規模災害時の災害査定の効率化及び事前ルール（大規模災害時における公共土木施設災害復旧事業査定方針（H29.2））の適正な運用などの好事例の水平展開		※都県政令市が回答				都県政令市

						4.2.2. 実際の作業に見合った積算歩掛の適用と実際にかかった費用の適切な精算※（地方自治体）

  ※ 精算例：遠方からの支援の場合の旅費・滞在費精算のルール化など		※都県政令市が回答				都県政令市

		５章．ＤＸ推進の環境整備		5.1. 受発注者協働による働き方改革に資するDX 推進：業務効率化の促進		5.1.1.電子入札システム、電子契約システムの活用（本省）

 電子入札システム・電子契約システムの機能追加、改修、運用改善						技術管理課
　基準第二係

						5.1.2.情報共有システム（ASP）の運用ルールの改善（本省）

 情報共有システム(ASP)の活用推進、費用面の改善、操作性の向上						技術管理課
　新技術活用・デジタル変革推進係

						5.1.3.遠隔臨場の活用推進（本省）						技術管理課
　新技術活用・デジタル変革推進係		←　参考）設計業務での遠隔臨場とは？工事現場みたいに段階確認・立ち会いが多いとは感じない。

						5.1.4. DX 環境の整備

① 技術基準類の電子化（本省、地整）
② テレワーク・WEB 会議の推進（地整、地方自治体）		①技術基準類の電子化のご意見については、国土交通本省に伝えて参ります。
　また、業務WEB会議の推進のご要望については、国土交通本省に伝えて参ります。　

②都県政令市が回答 ギジュツ キジュン ルイ デンシカ イケン コクド コウツウ ホンショウ ツタ マイ ギョウム カイギ スイシン ヨウボウ コクド コウツウ ホンショウ ツタ マイ				①技術管理課
　新技術活用・デジタル変革推進係
②都県政令市		　　参考）国家公務員のテレワーク・WEB会議の推進にあたっては、内閣官房内閣人事局・人事院から「国家公務員におけるテレワークの適切な実施の推進のためのガイドライン」による（令和6年3月）
　　「業務におけるテレワークガイドライン（案）（令和3年2月）」によると、、関東でWEB活用の内容が、Skype for Businessとあるが、基本Teamsでは？

				5.2.BIM/CIM の利用環境の改善		5.2.1. BIM/CIM データ連携の改善（本省）

 BIM/CIM 設計照査シートの充実
 BIM/CIM 対応のための情報共有を図る体制整備
 積極的な活用事例の発信や協議の場の設置
 ３D ソフトの開発目標の明確化
 ３D モデルの照査機能開発の要請
 API の開発のあり方の検討
 BIM/CIM データのマネジメント体制の検討						技術管理課
　新技術活用・デジタル変革推進係

				5.3. DX の推進の費用面での環境整備		5.3.1. BIM/CIM 活用の業務価格の算定方法の見直し（本省）

 「BIM/CIM 標準歩掛」の段階的な設定
 「BIM/CIM 使用料」の適切な計上						技術管理課
　新技術活用・デジタル変革推進係

						5.3.2. DX、テレワーク等に対する一般管理費の見直し（本省）

 「一般管理費等係数（β）」の適切な計上 ジョウ						技術管理課
　新技術活用・デジタル変革推進係

						5.3.3. DX 推進の環境整備のための助成金の創設（地方自治体）		※都県政令市が回答				都県政令市
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作業内容

■関東地方整備局の欄（E列）に回答の作成をお願いいたします。
　 ※会議配付資料（公表資料）となります。

■R5年度意見交換会の要望から大きな変更がないため、
　　回答欄にはR5ｄの回答を残しております。
　　（昨年度からの変更箇所を青字標記しております。）
　　（要望の重点項目を赤字表記しております。）

■回答の参考資料（当日配布用）及び局手持ち資料（レク用）がある場合には、配布用・手持ち用がわかるようにファイルを分けて提出をお願いいたします。

検査ラインで対応

案は作りましたが、落札率の改善＝調査基準価格の改定なので、基準第二係では？



R06回答＜意見・要望＞





		令和５年度　（一社）全国測量設計業協会連合会関東地区協議会及び東京地区協議会との意見交換会　関東地方整備局　回答 ハジメ シャ ゼンコク ソクリョウ セッケイ ギョウ キョウカイ レンゴウカイ カントウ チク キョウギカイ オヨ トウキョウ チク キョウギカイ イケン コウカン カイ





		項目 コウモク		要　　　望 ヨウ ノゾミ		回　　　　　答 カイ コタエ		備考 ビコウ		担当 タントウ

		《意見・要望》 イケン ヨウボウ



		１　３次元測量、特に道路・河川台帳の３次元化業務の発注について		　３次元測量、特に道路及び河川台帳３次元化業務の具体的な発注を実現していただきたい。
　
　国管理の国道や河川については、すでに３次元台帳化が進んでいると聞いています。ＤＸによる公共物管理の合理化や万一の災害時の迅速な復旧のためには、都道府県管理、市町村管理の道路台帳及び河川台帳の３次元化が有用であると考えますので、道路・河川台帳の作成要領の改訂も含めて、これに関連する 調査業務の発注及びデータ整備業務の発注をお願いします。
　
　これら業務の発注にあたっては、地域の守り手である地元業者の活用をしていただき、万一の災害時に備えた測量業のリダンダンシーの確保につなげて いただきたく要望します。
						新技術活用デジタル変革推進（DX）係 シンギジュツ カツヨウ ヘンカクスイシン カカリ		関東地区要望 カントウ チク ヨウボウ



		２　測量業務の諸経費率の改訂について		　令和６年度の測量業務積算基準の改訂では、前年度までは「土木工事等の情報共有システム活用ガイドライン」（令和５年３月）に基づく情報共有システム （ＡＳＰ）の費用は発注者の負担とし設計変更の対象となっていましたが、この情報共有システムに要する費用（登録料及び利用料）、ＰＣ等の標準的なＯＡ 機器費用（BIM/CIM に関するライセンス費用を含む）、オンライン電子納品に 要する費用に加えて熱中症対策費用も間接測量費に含むこととされています。諸経費率の改定（アップ）がされていないため、請負業者の負担ばかりが増大 しています。
　
　令和６年度の改訂では、地質調査業務の諸経費率が大幅に上昇しており、 ３，０００万円の調査費では諸経費率は６０．６％に約１４％増となったとの ことですが、測量業務での同額の直接測量費では諸経費率は５８．８％となり、近年は日額人件費も地質調査業務のそれを下回る状況となっています。
このようなことから、まずは、間接測量費の見直しを検討してくださるようお願いします。
　
　また、測量業の安定的経営のためにも、担い手の確保のために入職者を増やし離職を防ぐためには、労働環境の充実向上は必須です。測量業務における諸経費は、直接測量費により変動する諸経費体系となっており、追加作業があった場合、増額の設計変更時に当初の諸経費率より下がってしまい、当初、完了している 箇所の利益が減ってしまう問題もあるので、これを他の関連業種（設計・補償）と同様の積算体系（直接経費、その他原価、一般管理費等）に改訂いただくよう、今後ご検討をお願いします。
						基準２係 キジュン カカリ		関東地区要望 カントウ チク ヨウボウ

						　

		３　測量業務における履行期限の平準化の更なる促進について		　工期の年度末集中を緩和いただくことにつきましては、例年要望させていただき、国土交通省におかれましても取り組まれ感謝いたします。測量業務の履行期限を平準化することで、以下の効果を見せております。

　①測量品質の向上
　　技術者の負担軽減により、より丁寧かつ正確な測量を実施することが可能となり、測量品質の向上に繋がります。
　②技術者の確保・育成
　　働きやすい環境を整備することで技術者の離職を防止し、若手技術者の育成を促進することができます。
　③仕事への計画的体制
　　特に１５か月補正予算では、年度明けの仕事量確保によって、技術者に適性量を担わせ、計画的かつ効果的に進められます。

以上をご理解いただき、更なる平準化の具体策を要望いたします。

* 年度当初からの予算執行を徹底し、４月から６月の閑散期に測量業務を発注することを推進いただき、
 更に２月以降の繁忙期よりも前の納期の設定をお願いします。

* 翌年度への納期繰り越しを容易にする制度の導入検討をお願いします。

* 道路や河川などの定期的な維持に関わる調査測量については、債務負担行為や、長期継続契約を活用し、
　複数年にわたる長期的な契約を締結することができるよう検討をお願いします。
		　履行期限の平準化は、繁忙期と閑散期の業務量の差を少なくし、年度末の業務集中の回避に寄与するものであることから、関東地方整備局としても重要だと認識しております。
　 国土交通本省の令和６年度重点方針が発出され、関東地方整備局においても準じているところです。
　 第１四半期は１５％以上、第２四半期は２５％以上、第３四半期は２５％以上、第４四半期 ３５％以下、
　翌債・国債等２５％以上を目標とし、整備局・各事務所で取り組んでいます。

　履行期限の平準化については、令和６年度に『設計業務等の品質確保対策及び入札契約方式等の改善』重点方針の《関東方針》を作成の上、各部・各事務所長等あてに企画部長通知を発出したところです。

　平準化に係る具体的な取組は以下のとおりですが、現在、実施上の課題・実態把握等のフォローアップを行っているところであり、結果を踏まえながら目標達成に向けた検討を行って参ります。

　　《参考　関東方針　具体的な取組》
　取組１　第２～３四半期に契約する業務は発注前の翌債申請による履行期限の再検討を実施。
　取組２　不調、不落による再公示および発注時期が遅延する場合、翌再手続きにより適正な履行期間を確保
　取組３　繰越業務の工期を変更する必要が生じた場合においても、第４四半期まで履行期限を延伸しない
　取組４　国債（ゼロ国債、平準化国債）を活用し第４四半期を履行期限としない。
　取組５　通年業務の履行時期の見直し（平準化国債）
　　　　     また、工期につきましては、業務内容に応じた適切な工期を確保するよう、引き続き取り組んで参ります。
　
   コウキ ギョムナイヨウ オウ テキセツ コウキ カクホ ヒ ツヅ ト ク マイ				技術審査係 ギジュツシンサ カカリ		東京地区要望 トウキョウ チク ヨウボウ
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R06回答＜自由討議（手持ち）＞ 





		令和６年度　（一社）全国測量設計業協会連合会関東地区協議会及び東京地区協議会との意見交換会　関東地方整備局　回答 ハジメ シャ ゼンコク ソクリョウ セッケイ ギョウ キョウカイ レンゴウカイ カントウ チク キョウギカイ オヨ トウキョウ チク キョウギカイ イケン コウカン カイ





		項目 コウモク		要　　　望 ヨウ ノゾミ		回　　　　　答 カイ コタエ		備考 ビコウ		担当 タントウ

		《自由討議》 ジユウ トウギ



		１　測量業務の総合評価落札方式等での発注時における測量士及び測量士補の数について		   測量業務積算基準では、測量業務は少なくとも２名以上の測量士又は測量士補で実施する歩掛となっています。
   品質の確保、優良な業者の育成、いわゆる丸投げの排除等を実現するため、業務の内容・規模及び工期等に応じて、指名又は総合評価落札方式等で発注する際の要件として、有資格者である主任技術者及び複数の担当技術者が常勤であることという条件を付すべきと考えますが如何でしょうか。						基準２係 キジュン カカリ		関東地区要望 カントウ チク ヨウボウ



		２　シニア技術者活用の評価について		　 現在、当業界をはじめとする建設関連業界においては担い手の不足、特に若年層の技術者が不足していることはご高承のとおりです。
   貴局におかれましては、若手技術者や女性技術者の登用を評価する仕組みを 実施されていますが、特に地方の中小企業ではむしろシニア技術者の活躍により業務をこなしているのが実情です。

若手技術者を採用できるのは、ごく一部の大手や地方においても中堅以上の会社であることもまた実感であります。

   つきましては、シニア技術者を活用せざるを得ない地方の企業にもご配慮 いただき、業務ごとに様々な評価項目を設定する仕組みが構築可能かどうか ご検討をお願いします。		若手・女性・シニアなど多様な技術者の活用・育成については重要だと認識しており、入札・契約制度への適用を行ってるところであり、この取組は今後も継続していきます。

シニア技術者の適用に関しては、ベテラン技術者の豊かな知識・経験を活かす取組として、照査業務のみを行うベテラン技術者は、継続して照査業務を行えるよう、配置要件の見直しを令和４年８月より実施しているところです。

評価項目の設定等については、貴協会からのご提案をいただきながら、実現可能性を検討して参ります。

また、令和７年度以降となりますが、「若手・女性技術者奨励賞（事務所長表彰）」の制度が創設されたことを踏まえ、管理技術者、主任技術者または担当技術者で、３５歳以下（3月31日時点）の若手技術者、又は女性技術者（年齢制限なし）の受賞者を対象として、総合評価に加点するインセンティブの付与を検討して参ります。
 ワカテ ジョセイ タヨウ ギジュツシャ カツヨウ イクセイ ジュウヨウ ニンシキ ニュウサツ ケイヤク セイド オコナ トリクミ コンゴ ケイゾク ギジュツシャ テキヨウ カン ギジュツシャ ユタ チシキ ケイケン イ トリクミ ショウサ ギョウム オコナ ギジュツシャ ケイゾク ショウサ ギョウム オコナ ハイチ ヨウケン ミナオ レイワ ネン ガツ ジッシ ヒョウカ コウモク セッテイ トウ キ キョウカイ テイアン ジツゲン カノウセイ ケントウ マイ レイワ ネンド イコウ ワカテ ジョセイ ギジュツシャ ショウレイショウ ジム ショチョウ ヒョウショウ セイド ソウセツ フ カンリ ギジュツシャ シュニン ギジュツシャ タントウ ギジュツシャ サイイカ ガツ ニチ ジテン ワカテ ギジュツシャ マタ ジョセイ ギジュツシャ ネンレイ セイゲン ジュショウシャ タイショウ ソウゴウヒョウカ カテン フヨ ケントウ マイ				技術審査係 ギジュツシンサ カカリ		関東地区要望 カントウ チク ヨウボウ



		３　業務発注時における諸問題について		①同一業務において複数箇所を発注する場合の作業計画及び現地踏査の適切な計上について
   以前にも本件については要望申し上げましたが、設計変更により業務箇所が追加になった際に作業計画及び現地踏査の項目が計上されていないことがありますので、ご配慮をお願いしたいと存じます。

②高水流量観測業務の危険手当相当額の割り増しについて
   本業務は、豪雨時等の危険を伴う状況で、しかも夜間に実施することが多い 業務です。深夜等の時間外の割り増しは一定程度ご配慮いただいておりますが、それに加えて危険手当相当額を歩掛の変化率のような項目で加算することが できないか、ご検討をお願いします。

③交通量調査、特に渋滞長調査の待機時間の歩掛への反映について
   渋滞長調査は、一般的に朝７時から１０時までと１６時から１９時までの それぞれ３時間実施することが一般です。現場によってはその間近隣で待機して他の作業を行うことができないことがあります。特に、臨時作業員については上記のような条件では確保することが難しくなります。
つきましては待機時間も含めた歩掛に改定いただくようご検討をお願いします。						基準２係 キジュン カカリ		関東地区要望 カントウ チク ヨウボウ



		４　熱中症対策に係る経費の計上について		   近年、地球温暖化や都市部のヒートアイランド現象により真夏日（最高気温３０℃以上）、猛暑日（最高気温３５℃以上）が増加傾向にあります。
   日本有数の「暑い県」である埼玉県の真夏日は、１９８０年代後半以前は ５０日前後で推移していましたが近年では６０日前後。さらに危険な暑さである猛暑日につきましては、１９７０年以前は５日ほどであった日数が、現在では２０日前後と急激な増加を見せています。（熊谷地方気象台データより）
関東地方整備局では近年の夏季における猛暑日など気候状況を考慮し、 令和元年６月２８日から工事現場の熱中症対策に係る経費に関して「現場管理費率補正」を試行しています。
   埼玉県では令和元年８月の通知により、上記関東地方整備局の試行を準用し、「熱中症対策に資する現場管理費補正」の試行を工事で開始いたしました。
   外業が伴います測量業務におきましても、「労災防止」の観点より、是非この制度を適用していただきたく存じます。						基準２係 キジュン カカリ		東京地区要望 トウキョウ チク ヨウボウ



		５　国土交通省入札公募における「実施能力評価拡大型」の適度な運用の要望		   標記の件につきまして、当協会といたしましては、国土交通省におきまして試行中の「総合評価落札方式 簡易型：実施能力評価拡大型」に関し、適度な範囲での運用を要望いたします。

   現在試行されている運用は、地元の特定企業育成を優先されている目的とするものであることは理解いたしております。
しかしながら、測量士技術者全体の不足が深刻化するなか、働き方の多様性に対応するため、本人の希望地域に配属する環境が求められており、主要な地域での支店体制を展開しております。

また、支店に配置された測量士と、本店の各種新技術に精通する技術者の連携により、高度技術の習得やＤＸの推進も図られております。

   さらに、技術評価点の平均化や、落札率のばらつき防止といった観点からも、「実施能力評価拡大型」を厳格に適用することは、競争性の低下を招き、結果として公共事業の円滑な実施を阻害する可能性も懸念されます。

測量技術者には、様々な地域の経験と、地域精通度をバランス良く蓄積することが求められます。国土交通省におきましても、測量業の支店に測量士配置を義務付けているところであり、支店に十分な技術力があることは明らかです。

   つきましては、以下の施策の実施を強く要望いたします。

*  本店登記会社と支店登記会社の参加会社数の割合に応じ、総合評価落札方式簡易型：実施能力評価拡大型と通常の総合評価落札方式：簡易型の発注件数を設定すること。
例としては、「５件中の３件を簡易型:実施能力評価拡大型に設定する。」等。

*  簡易型：実施能力評価拡大型においても、提案書(工程計画、技術的課題)の内容に応じた評価点の差が出るような、評価基準を設定いただくこと。

　上記のような柔軟な発注方式の導入により、地元企業の育成と、技術力の向上、そして公共事業の円滑な実施を両立させることができると確信しております。何卒、本件につきましてご理解とご協力をお願い申し上げます。		実施能力評価拡大型は、関東地方整備局発注業務の受注実績が無い企業の参入機会の確保を目的として、評価項目の成績・表彰を省略し、技術的課題を評価する方法として、令和４年８月より試行しているところであり、引き続き継続して参ります。

なお、昨年度（令和５年度）の活用実績としては、約１割の業務で本試行を用いて契約しているところです。

また、提案書(工程計画、技術的課題)の内容に応じた評価点の差が出るような、評価基準を設定することについては、本試行の目的の達成状況を踏まえながら、検討して参ります。


【手持ち】※回答からは削除する

　　　■測量業務の発注状況（簡易型）
　　　　　　　　　　　　　 Ｒ４年度　　Ｒ５年度　　Ｒ６年度（予定含む）
　　　通常（プロポ含む）　　１８６　　　１５２　　　１１８　
　　　実施能力評価型　　　　　２０　　　　１９　　　　　９
　　　実施能力評価拡大型　　　　－　　　　１９　　　　１３ ジッシ ノウリョク ヒョウカ カクダイガタ カントウ チホウ セイビキョク ハッチュウ ギョウム ジュチュウ ジッセキ ナ キギョウ サンニュウキカイ カクホ モクテキ ヒョウカ コウモク セイセキ ヒョウショウ ショウリャク ギジュツテキ カダイ ヒョウカ ホウホウ レイワ ネン ガツ シコウ ヒ ツヅ ケイゾク マイ サクネンド レイワ ネンド カツヨウ ジッセキ ヤク ワリ ギョウム ホン シコウ モチ ケイヤク テモ カイトウ サクジョ ソクリョウ ギョウム ハッチュウ ジョウキョウ カンイガタ ネンド ネンド ネンド ヨテイ フク ツウジョウ フク ジッシ ノウリョク ヒョウカ ガタ ジッシ ノウリョク ヒョウカ カクダイ ガタ				技術審査係 ギジュツシンサ カカリ		東京地区要望 トウキョウ チク ヨウボウ
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２．令和７年度 入札・契約手続きの実施方針（案）
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入札・契約制度に関する取組の実施状況

14

施策・取組の目的 名称 概要
令和６年度の
取組状況

令和７年度の対応

働き方改革
（受発注者の負担軽減、
事務手続きの効率化）

拡大型プロポーザル方式
参加表明書と技術提案を同時に提出させ、審査を特定段階の1段階とする方

式。
試行実施中 継続

総合評価落札方式
（簡易型１：１）

実施能力評価型
技術提案書の記載内容（実施方針、技術提案等）を簡素化して評価する方式 試行実施中 継続

技術者評価重視型
評価テーマを設定せず、配置予定技術者の「業務成績」、技術提案の「実施

方針」を重視して評価する方式。（ヒアリングも省略）
試行実施中 継続

担い手確保・育成

拡大プロポーザル方式の実績要
件緩和

実績が少ない業務でより高い技術力を有する企業の参加を促すことを目的と
して、「同種・類似業務実績」に代えて、評価テーマの技術提案の内容を裏付
ける「技術的経験」を求める方式。

試行実施中 継続

自治体等の受注実績を評価する
試行

自治体実績を直轄実績と同様に評価したり、企業・技術者評価の影響を緩和
し、実績のない（少ない）地域企業の入札参入を促す方式。

試行実施中
継続

災害協定等に基づく活動実績の
評価

災害時の活動実績等の地域貢献を評価し、地域企業の技術力向上と参入
機会の確保を促す方式。

試行実施中 継続

地域要件の設定
（本店縛り）

企業の本店を一定地域内に有することを参加要件としたり、当該地整の業務
成績を優位に評価し、地域企業の参入・受注機会を確保する方式。

試行実施中 継続

ワークライフバランス等を推進す
る企業を評価

ワーク・ライフ・バランス等を推進する企業として、法令に基づく認定を受けた
企業その他これに準ずる企業に加点評価

－
新規
（評価項目を追加）

若手・女性技術者の活躍を評価 『若手・女性技術者奨励賞』を受賞された 技術者を加点評価。 －
新規
（優良業務表彰で、
評価を追加）

若手技術者の活用を評価
若手技術者の育成を目的として、配置技術者の年齢が一定年齢以下の場合

に加点評価する方式。
試行実施中 継続（評価を見直し）

総合評価落札方式
（簡易型１：１）

実施能力評価拡大型

受注実績が無い企業の参入機会の確保及び不調対策を目的として、企業･
技術者の実績評価を緩和し技術的課題を評価する方式。

試行実施中 継続（評価項目を追加）

その他
（技術力・生産性・
品質向上）

組合せ加点
（国土交通省登録技術者資格）

技術士･博士の資格に、業務内容に応じて高い専門力を有する「国土交通省
登録技術者資格」と組合せて加点する試行を実施。（本省試行）

試行実施中 継続

賃上げを実施する企業に対する
加点措置

「従業員への賃金引上げ計画の表明書」を入札参加者から提出を受けたこ
とをもって評価。

運用中 継続

継続教育取組実績の評価（発注
者支援業務）

市場化テストも終了し、発注者支援業務等の品質確保の観点から、継続教
育を行い技術の研鑽に取り組んでいる管理技術者について継続教育取組実
績CPDの取得状況に加点評価。

試行実施中 継続

インフラ分野のＤＸに係る優れた
取組を評価

公共工事等の品質確保や生産性向上等、建設生産プロセスの高度化に関す
る取組を評価する表彰された企業に加点評価

試行実施中
継続
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【趣旨】 働き方改革、担い手確保・育成を重視した評価（ワーク・ライフ・バランス等を推進する企業を評価）

【対象】 総合評価落札方式、プロポーザル方式で発注する業務

【概要】 建設業界全体でワーク・ライフ・バランス等が推進されることを目的に、「ワーク・ライフ・バランス等を推進す

る企業」として、法令に基づく認定を受けた企業その他これに準ずる企業を加点評価する取組を導入。

評価基準 配点

参加表明
者の経験
及び能力

その他 次に掲げるいずれかの認定を受けていること。
○女性活躍推進法に基づく認定等※１
・プラチナえるぼし、えるぼし認定企業等

○次世代法に基づく認定※２
・プラチナくるみん、くるみん（令和４年４月１日以降の基準）認定企業
・くるみん（平成２９年４月１日～令和４年３月３１日までの基準）認定企業
・トライくるみん、くるみん（平成２９年３月３１日までの基準）認定企業

○若者雇用促進法に基づく認定※３
・ユースエール認定企業

0.5点
※４

※１ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27 年法律第64 号）第９条若しくは第12条の規定に基づく基準に適合するものと認定された

企業（労働時間等の働き方に係る基準を満たすものに限る。）をいう。（同法第８条の規定に基づく一般事業主行動計画を策定・届出のみの企業につい
ては本取組の加点の対象としない。）

※２ 次世代育成支援対策推進法（平成15 年法律第120 号）第13 条又は第15 条の２の規定に基づく基準に適合するものと認定された企業をいう。
※３ 青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45 年法律第98 号）第15 条の規定に基づく基準に適合するものと認定された企業をいう。
※４ 総合評価落札方式(簡易型１：１) 技術点の満点が100点の場合 → 従来の技術点100点＋賃上げ加算点6点＋W.L.B加算点0.5点とし合計106.5点

《参考》令和７年２月３日付け「直轄工事におけるワーク・ライフ・バランス等推進企業を評価する取組について」に基づく評価

プラチナえるぼし・えるぼし プラチナくるみん・くるみん・トライくるみん ユースエール
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新規(Ｒ７) ワーク・ライフ・バランス等推進企業の評価【R7.8～】
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評価
項目 判断基準

配点
ｳｪｲﾄ

管
理
（
主
任

）
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

優
秀
技
術
者
表
彰
、
優
良
業
務
表
彰
等
、
若
手
・女
性
技
術
者
奨
励
賞

（
技
術
者
）

令和○年度以降令和○年度末（過去４年間）まで
に完了した業務において、優秀技術者表彰、優良
業務表彰等、 又は若手・女性技術者奨励賞の表

彰を受けた経験のある者を以下の順位で評価す
る。

①国土交通省等発注業務で優秀技術者表彰
又は優良業務表彰を局長よりを受けた経験
がある者。

・海外インフラプロジェクト優秀技術者 国土
交通大臣賞を受けた経験がある者。

５

②国土交通省等発注業務で優秀技術者表彰
又は優良業務表彰を、部長又は事務所長よ
り受けた経験がある者。

３

③関東地方整備局発注業務で若手・女性技
術者奨励賞を事務所長より受けた経験があ
る者。

１

【趣旨】 若手・女性技術者の育成・確保

【対象】 総合評価落札方式、プロポーザル方式で発注する業務

【概要】 関東地整では、建設工事等で活躍している若手・女性の技術者を表彰し、より一層、建設業界の魅力発信や

 将来の担い手育成、若手・女性の入職促進に資することを目的として、『若手・女性技術者奨励賞』を創設。   

 こうした建設工事等で活躍されている若手・女性技術者において、『若手・女性技術者奨励賞』を受賞された

技術者を加点評価。【R7.8～】

若手・女性技術者奨励賞（事務所長）を評価項目に新規追加

現行評価基準（プロポーザル方式の例） 新規評価基準（案）（プロポーザル方式の例）
評価
項目 判断基準

配点
ｳｪｲﾄ

管
理
（
主
任

）
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

優
秀
技
術
者
表
彰
、
優
良
業
務
表
彰
等 

（
技
術
者
）

令和○年度以降令和○年度末（過去４年間）まで
に完了した業務において、優秀技術者表彰又は
優良業務表彰等の表彰を受けた経験のある者を
以下の順位で評価する。

①国土交通省等発注業務で優秀技術者表
彰又は優良業務表彰を局長よりを受けた経
験がある者。

・海外インフラプロジェクト優秀技術者 国土
交通大臣賞を受けた経験がある者。

５

②発注業務で優秀技術者表彰又は優良業
務表彰を、部長又は事務所長より受けた経
験がある者。

３

※総合評価落札方式の場合、「国土交通省等発注業務」を「関東地方整備局発注業務」に読み替えるものとする。

※複数の受賞実績がある場合、最も評価が高くなる１つの実績で評価するものとし、組合せ評価は実施しない。

新規(Ｒ７) 若手・女性技術者の活躍を評価【R7.8～】
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※若手技術者 ：毎年度３月３１日末時点で３５歳以下の方
※女性技術者 ：年齢制限は設けない
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Ｐ（計画）
○試行内容

・若手技術者の育成・確保を目的に、管理(主任) 技術者に40歳以下ま
たは35歳以下の若手を配置した場合に加点評価

・H27.8～：試行開始。
・H30.8～：若手技術者の対象年齢を40歳以下に引き上げ。
・R5.8～：若手技術者評価の配点を高く見直しし、若手技術者のインセンティブを拡大。

Ａ（対応）
○対応

・本取組により、企業における若手技術者の育成・確保が促進しており、
若手技術者とそれ以外の技術者で業務成績評定点の差は僅少なことか
ら、更なる若手技術者の育成・確保のため、対象年齢を段階的に評価
する見直しを図る。

見直し(Ｒ７)

Ｄ（実施）
○試行状況

・若手技術者に加点する試行業務の件数は、増加傾向。

Ｃ（評価）
○評価

・若手技術者を配置した業務件数は、H27年度以前は全体件数の2割程度
であったが、R5年度には4割程度まで増加し、企業における若手技術者
の育成・確保に変化。

・業務成績評定点を比較すると、若手技術者とそれ以外の技術者で業務成
績評定点の差は、僅少。

見直し(Ｒ７)若手技術者の活用を評価【R7.8～】

評価
項目 判断基準

配点
ｳｪｲﾄ

管
理
（
主
任

）
技
術
者
の
経
験

及
び
能
力

業
務
経
験

若手技術者（４０歳以下または３５歳以下）の
活用について、以下の項目で評価する。

①管理（主任）技術者に若手技術者（４０歳以
下または３５歳以下）を配置する場合

８

②上記以外 ０

業務毎に業務内容に応じて
４０歳以下もしくは３５歳以下

に設定

評価
項目 判断基準

配点
ｳｪｲﾄ

管
理
（
主
任

）
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

業
務
経
験

若手技術者（４０歳以下または
３５歳以下）の活用について、
以下の項目で評価する。

①管理（主任）技術者に若手
技術者（４０歳以下または３５
歳以下）を配置する場合

８

②上記以外 ０

評価
項目 判断基準

配点
ｳｪｲﾄ

管
理
（
主
任

）
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

業
務
経
験

若手技術者（４０歳以下または３５
歳以下）の活用について、以下の順
位で評価する。

①管理（主任）技術者に若手技術
者（３５歳以下）を配置する場合

８

②管理（主任）技術者に若手技術
者（４０歳以下※）を配置する場合
※①を除く

５

③上記以外 ０

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

地質 2件 6件 6件 19件 22件 36件 40件 28件 24件

測量 7件 23件 23件 43件 93件 86件 118件 107件 132件

土木コンサル 1件 3件 10件 31件 57件 51件 69件 91件 127件

10.0% 9.4% 25.6% 33.3%
33.1% 29.5% 30.4%

40.3%
44.9%

70.0% 71.9% 59.0%

46.2%

54.1% 49.7%

52.0%
47.3%

46.6%

20.0% 18.8% 15.4%

20.4%

12.8% 20.8%

17.6% 12.4%

8.5%

0件

50件

100件

150件

200件

250件

300件

93件

173件

227件

172件

226件

39件32件
10件

283件

配置予定管理（主任）技術者の業務成績評定点（３業種）
現行評価基準（総合評価落札方式（簡易型１：１）の例） 新規評価基準（案）（総合評価落札方式（簡易型１：１）の例）

現行評価基準（総合評価落札方式（簡易型１：１）の例）

（24件） （10件）
（40件） （57件）

（93件）
（107件）

（93件）
（39件） （54件）

（83件）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H２４年度 H２７年度 H３０年度 R３年度 R５年度

～３５歳 ３６～４０歳 ４１～４５歳

５２６件３７７件５６７件５９５件

4.0%

18.0%

1.8%

16.4%

10.6%

10.3%

79.1%

10.8%

10.3%

78.9%

19.5%

17.4%

63.1%
78.0% 81.8%
（464件） （464件） （298件） （415件）

（302件）

若手技術者の加点評価開始
（35歳以下）【H27.8～】

40歳以下に引き上げ
               【H30.8～】

若手技術者の配点を高
めに見直し 【R5.8～】

４７８件

77.6 点

77.3 点

78.2 点

78.7 点 78.8 点 79.0 点

77.6 点

77.8 点

78.2 点

78.9 点 78.9 点 79.2 点

77.1 点

77.5 点

78.0 点

78.3 点 78.5 点 78.8 点

77.2 点

77.6 点 78.1 点

78.4 点
78.6 点

78.9 点

75.0 点

75.5 点

76.0 点

76.5 点

77.0 点

77.5 点

78.0 点

78.5 点

79.0 点

79.5 点

80.0 点

H30 R1 R2 R3 R4 R５
若手技術者（３５歳以下） 若手技術者（３６～４０歳）

若手技術者以外 平均

（単位：点）
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約28倍

若手技術者以外

配置予定管理（主任）技術者の年齢別の割合（３業種）



国土交通省
関東地方整備局

見直し(Ｒ７)若手技術者の活用を評価【R7.8～】

【趣旨】若手技術者の育成・確保

【対象】総合評価落札方式（簡易型）で発注する業務

【概要】公共工事に関する調査及び設計の担い手を育成・確保をするために、技術者に若手を配置した場合に加点評価

技術者に３５歳以下の若手を配置した場合に加点評価。【H27.8～】

若手技術者の対象年齢を４０歳以下に引き上げて運用を開始【H30.8～】

若手技術者評価の配点を高く見直しし、若手技術者のインセンティブを拡大。【R5.8～】

若手技術者の対象年齢を段階的に評価【R7.8～】

評価
項目

判断基準
配点
ｳｪｲﾄ

管
理
（
主
任

）
技
術
者
の

経
験
及
び
能
力

業
務
経
験

若手技術者（４０歳以下または３５歳
以下）の活用について、以下の項目
で評価する。

①管理（主任）技術者に若手技術者
（４０歳以下または３５歳以下）を配置
する場合

８

②上記以外 ０

評価
項目

判断基準
配点
ｳｪｲﾄ

管
理
（
主
任

）
技
術
者
の

経
験
及
び
能
力

業
務
経
験

若手技術者（４０歳以下または３５歳以下）
の活用について、以下の順位で評価する。

①管理（主任）技術者に若手技術者（３５歳
以下）を配置する場合

８

②管理（主任）技術者に若手技術者（４０歳
以下※）を配置する場合
※①を除く

５

③上記以外 ０

現行評価基準（総合評価落札方式（簡易型１：１）の例）
新規評価基準（案）（総合評価落札方式（簡易型１：１）の例）

18



国土交通省
関東地方整備局

Ｐ（計画）
○試行内容（実施能力評価拡大型）

・企業・技術者の実績評価を緩和することにより、関東地方整備局発注
業務の受注実績が無いことにより参入が困難であった新規参入者の
参入を促し、継続的な業務の担い手企業の裾野を拡げることを期待し
R4.8より試行開始。

Ａ（対応）
○対応

・新規参入者の参入を更に促す取組として、「新規契約の有無」を評価。
※各年度において、関東地方整備局発注業務の受注が無い企業に加点評価。

Ｄ（実施）
○試行状況

・「実施能力評価拡大型」のR4年度の件数は１件であったが、R5年度
以降は20件程度実施。

Ｃ（評価）
○評価

・関東地方整備局発注業務の受注実績(過去10年)が無い企業における新規
参入としては、R4～６において一定程度は存在しているが、担い手企業
の十分な裾野拡大までには至っていない状況。

見直し(Ｒ７) 実施能力評価拡大型（新規契約の有無を評価）【R7.8～】

19

企業・技術者の実績評価を
緩和
（下記の評価を省略）

業務成績評点

優良業務表彰等の経験
成績・表彰

業務成績評点

優良業務表彰等の経験
成績・表彰

1件 4件

19件 13件

2件
1件

0件

5件

10件

15件

20件

25件

R4 R5 R6

土木コンサル 測量 地質

※R6はR6.12月末時点の件数

総合評価落札方式（簡易型1:1）「実施能力評価拡大型」の配点例

※１ 過去１０年以上、関東地方整備局の受注実績が無い企業
※２ R6.12月末時点

（件数） 実施能力評価拡大型の実施状況

２１件
１８件

※２

（業者数）

4 7 3

28 26 27

0
5

10
15
20
25
30

R4 R5 R6

新規参入※１状況（３業種）

契約者 参加表明者

※

配点

【企業の評価】

技術部門登録 3

同種・類似業務の実績 9

地理的条件 10

地域貢献度(災害活動実績) 2

地域貢献度(災害協定) 1

25

15

【工程計画・技術的課題】 60

100配点の合計

評価項目

入
札
参
加
者
を
指
名
す
る
た
め
の
基
準
/

技
術
点
を
算
出
す
る
た
め
の
基
準

資
格
・
実
績

小計

小計

【管理（主任）技術者の評価】

資格・実績

配点

【企業の評価】

技術部門登録 3

同種・類似業務の実績 4

地理的条件 10

地域貢献度(災害活動実績) 2

地域貢献度(災害協定) 1

新規契約の有無 5

25

15

【工程計画・技術的課題】 60

100

評価項目

入
札
参
加
者
を
指
名
す
る
た
め
の
基
準
/

技
術
点
を
算
出
す
る
た
め
の
基
準

小計

【管理（主任）技術者の評価】

資格・実績

小計

配点の合計

資
格
・
実
績

現行評価基準の例 新規評価基準（案）の例

評価点
資格要件

業務経験

地理的条件

地域貢献度

資格要件

継続教育取組実績

業務経験

若手技術者

工程計画・技術的課題 60%

管理（主任）
技術者の評価

資格・
実績

詳細項目

資格・
実績

企業の評価

40%

技
術
点
を
算
出
す
る
た
め
の
基
準

評価項目


⑤総合評価（実施能力評価拡大型（土木・地質）） (R６）

				総合評価落札方式（簡易型）（実施能力評価拡大型）土木コンサル・地質調査 ソウゴウ ヒョウカ ラクサツ ホウシキ カンイガタ ジッシ ノウリョク ヒョウカ カクダイ ガタ ドボク チシツ チョウサ

				評価項目 ヒョウカ コウモク								配点 ハイテン

				入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

						資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		3

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		9

								地理的条件 チリテキ ジョウケン		○		10

								地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		△		2

								地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		△		1



						小計 ショウケイ						25

						【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

						資格・実績 シカク ジッセキ						15

						小計 ショウケイ

						【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				○		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ						100



				評価項目 ヒョウカ コウモク								配点 ハイテン

				入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

						資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		3

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		4

								地理的条件 チリテキ ジョウケン		○		10

								地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		△		2

								地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		△		1

								新規契約の有無 シンキ ケイヤク ウム				5

						小計 ショウケイ						25

						【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

						資格・実績 シカク ジッセキ						15

						小計 ショウケイ

						【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				○		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ						100







						評価項目 ヒョウカ コウモク						配点 ハイテン

				入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

						資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		3

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		4

								地理的条件 チリテキ ジョウケン		○		10

								地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		△		2

								地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		△		1

								新規契約の有無 シンキ ケイヤク ウム				5

						小計 ショウケイ						25

						【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

						資格実績 シカク ジッセキ		技術者資格 ギジュツシャ シカク		○		4

								ＣＰＤの取得状況 シュトク ジョウキョウ		○		1

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		6

								若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		△		4

						資格・実績 シカク ジッセキ						15

						技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン		○		30						４÷１９×１３＝２．７３≒６				４÷１９×１３＝２．７３≒６

												-5						４÷１９×１３＝２．７３≒７				４÷１９×１３＝２．７３≒７

								優良業務表彰等の経験 ユウリョウ ギョウム ヒョウショウ トウ ケイケン		○		5						４÷１９×１３＝２．７３≒８				４÷１９×１３＝２．７３≒８

						小計 ショウケイ						35						４÷１９×１３＝２．７３≒９				４÷１９×１３＝２．７３≒９

						技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン		△

						小計 ショウケイ

						【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				○		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ						100

																								評価項目 ヒョウカ コウモク				現行配点（例） ゲンコウ ハイテン レイ		新規配点（例） シンキ ハイテン レイ

																						入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

																								資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		3		3

																										同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		9		4

																										地理的条件 チリテキ ジョウケン		10		10

																										地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		2		2

																										地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		1		1

																										新規契約の有無 シンキ ケイヤク ウム				5

																								小計 ショウケイ				25		25

																								【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

																								資格実績 シカク ジッセキ		技術者資格 ギジュツシャ シカク		4		4

																										ＣＰＤの取得状況 シュトク ジョウキョウ		1		1

																										同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		6		6

																										若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		4		4

																								資格・実績 シカク ジッセキ				15		15

																								技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン		30		30

																												-5		-5

																										優良業務表彰等の経験 ユウリョウ ギョウム ヒョウショウ トウ ケイケン		5		5

																								小計 ショウケイ				35		35

																								技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン

																								小計 ショウケイ

																								【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				60		60

																								配点の合計 ハイテン ゴウケイ				100		100





⑤総合評価（実施能力評価拡大型 （測量）） (R６～) 

				総合評価落札方式（簡易型）（実施能力評価拡大型）測量 ソウゴウ ヒョウカ ラクサツ ホウシキ カンイガタ ジッシ ノウリョク ヒョウカ カクダイ ガタ ソクリョウ

				評価項目 ヒョウカ コウモク				詳細項目 ショウサイ コウモク				評価の着目点 ヒョウカ チャクモクテン		必須：○
選択：△ ヒッス センタク		【測量】 ソクリョウ								備考 ビコウ

																地理的条件を数値化しない場合				地理的条件を数値化する場合



																若手技術者なし ワカテ		若手技術者あり ワカテ		若手技術者なし ワカテ		若手技術者あり ワカテ



				入札参加者を指名するための基準/技術点を算出するための基準技術点を算出するための基準		企業の評価 キギョウ ヒョウカ		資格・実績 シカク ジッセキ		資格要件 シカク ヨウケン		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

										業務経験 ギョウム ケイケン		同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		12
(25)		12
(25)		12		12		過去10年間で原則１件とする カコ ネンカン ゲンソク ケン

										地域性 チイキセイ		地理的条件
(地域貢献度設定なし) チリテキ ジョウケン チイキ コウケンド セッテイ		○						10
(13)		10
(13)		本店又は支店の有無により数値化する。 ホンテン マタ シテン ウム スウチカ

												地域貢献度(災害活動実績)
（地域貢献度設定なし） チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ チイキ コウケンド セッテイ		△		9
(0)		9
(0)		2
(0)		2
(0)		過去５年間に災害活動を証明する資料の交付を受けている場合に評価する。 カコ ネンカン シリョウ コウフ ウ バアイ ヒョウカ

												地域貢献度(災害協定)
（地域貢献度設定なし） チイキ コウケンド サイガイキョウテイ チイキ コウケンド セッテイ		△		4
(0)		4
(0)		1
(0)		1
(0)		関東地方整備局管内の事務所等との「災害協定締結の有無」を評価する。 カントウチホウセイビキョク カンナイ ジム ショ トウ サイガイ キョウテイ テイケツ ウム ヒョウカ

										小計 ショウケイ						25		25		25		25

						業務実施体制 ギョウム ジッシ タイセイ		業務実施体制の妥当性 ギョウム ジッシ タイセイ ダトウセイ						○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

						管理（主任）技術者の評価		資格・実績 シカク ジッセキ		資格要件 シカク ヨウケン		技術者資格 ギジュツシャ シカク		○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

										継続教育取組実績 ケイゾク キョウイク トリクミ ジッセキ		ＣＰＤの取得状況 シュトク ジョウキョウ		○		5		5		5		5

										業務経験 ギョウム ケイケン		同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		10		5		10		5		過去10年間で原則１件とする カコ ネンカン ゲンソク ケン

										若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		△				5				5		若手技術者を配置する場合、加点する。
 ワカテ ギジュツシャ ハイチ バアイ カテン

										小計 ショウケイ						15		15		15		15

								専任制 センニンセイ				手持ち業務量 テモ ギョウムリョウ		○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

						工程計画・技術的課題 コウテイ ケイカク ギジュツ テキ カダイ								○		60		60		60		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ										100		100		100		100






⑤総合評価（実施能力評価拡大型（土木・地質）） (R６）

				総合評価落札方式（簡易型）（実施能力評価拡大型）土木コンサル・地質調査 ソウゴウ ヒョウカ ラクサツ ホウシキ カンイガタ ジッシ ノウリョク ヒョウカ カクダイ ガタ ドボク チシツ チョウサ

				評価項目 ヒョウカ コウモク								配点 ハイテン

				入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

						資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		3

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		9

								地理的条件 チリテキ ジョウケン		○		10

								地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		△		2

								地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		△		1



						小計 ショウケイ						25

						【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

						資格・実績 シカク ジッセキ						15

						小計 ショウケイ

						【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				○		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ						100



				評価項目 ヒョウカ コウモク								配点 ハイテン

				入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

						資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		3

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		4

								地理的条件 チリテキ ジョウケン		○		10

								地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		△		2

								地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		△		1

								新規契約の有無 シンキ ケイヤク ウム				5

						小計 ショウケイ						25

						【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

						資格・実績 シカク ジッセキ						15

						小計 ショウケイ

						【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				○		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ						100







						評価項目 ヒョウカ コウモク						配点 ハイテン

				入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

						資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		3

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		4

								地理的条件 チリテキ ジョウケン		○		10

								地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		△		2

								地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		△		1

								新規契約の有無 シンキ ケイヤク ウム				5

						小計 ショウケイ						25

						【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

						資格実績 シカク ジッセキ		技術者資格 ギジュツシャ シカク		○		4

								ＣＰＤの取得状況 シュトク ジョウキョウ		○		1

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		6

								若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		△		4

						資格・実績 シカク ジッセキ						15

						技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン		○		30						４÷１９×１３＝２．７３≒６				４÷１９×１３＝２．７３≒６

												-5						４÷１９×１３＝２．７３≒７				４÷１９×１３＝２．７３≒７

								優良業務表彰等の経験 ユウリョウ ギョウム ヒョウショウ トウ ケイケン		○		5						４÷１９×１３＝２．７３≒８				４÷１９×１３＝２．７３≒８

						小計 ショウケイ						35						４÷１９×１３＝２．７３≒９				４÷１９×１３＝２．７３≒９

						技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン		△

						小計 ショウケイ

						【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				○		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ						100

																								評価項目 ヒョウカ コウモク				現行配点（例） ゲンコウ ハイテン レイ		新規配点（例） シンキ ハイテン レイ

																						入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

																								資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		3		3

																										同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		9		4

																										地理的条件 チリテキ ジョウケン		10		10

																										地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		2		2

																										地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		1		1

																										新規契約の有無 シンキ ケイヤク ウム				5

																								小計 ショウケイ				25		25

																								【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

																								資格実績 シカク ジッセキ		技術者資格 ギジュツシャ シカク		4		4

																										ＣＰＤの取得状況 シュトク ジョウキョウ		1		1

																										同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		6		6

																										若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		4		4

																								資格・実績 シカク ジッセキ				15		15

																								技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン		30		30

																												-5		-5

																										優良業務表彰等の経験 ユウリョウ ギョウム ヒョウショウ トウ ケイケン		5		5

																								小計 ショウケイ				35		35

																								技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン

																								小計 ショウケイ

																								【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				60		60

																								配点の合計 ハイテン ゴウケイ				100		100





⑤総合評価（実施能力評価拡大型 （測量）） (R６～) 

				総合評価落札方式（簡易型）（実施能力評価拡大型）測量 ソウゴウ ヒョウカ ラクサツ ホウシキ カンイガタ ジッシ ノウリョク ヒョウカ カクダイ ガタ ソクリョウ

				評価項目 ヒョウカ コウモク				詳細項目 ショウサイ コウモク				評価の着目点 ヒョウカ チャクモクテン		必須：○
選択：△ ヒッス センタク		【測量】 ソクリョウ								備考 ビコウ

																地理的条件を数値化しない場合				地理的条件を数値化する場合



																若手技術者なし ワカテ		若手技術者あり ワカテ		若手技術者なし ワカテ		若手技術者あり ワカテ



				入札参加者を指名するための基準/技術点を算出するための基準技術点を算出するための基準		企業の評価 キギョウ ヒョウカ		資格・実績 シカク ジッセキ		資格要件 シカク ヨウケン		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

										業務経験 ギョウム ケイケン		同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		12
(25)		12
(25)		12		12		過去10年間で原則１件とする カコ ネンカン ゲンソク ケン

										地域性 チイキセイ		地理的条件
(地域貢献度設定なし) チリテキ ジョウケン チイキ コウケンド セッテイ		○						10
(13)		10
(13)		本店又は支店の有無により数値化する。 ホンテン マタ シテン ウム スウチカ

												地域貢献度(災害活動実績)
（地域貢献度設定なし） チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ チイキ コウケンド セッテイ		△		9
(0)		9
(0)		2
(0)		2
(0)		過去５年間に災害活動を証明する資料の交付を受けている場合に評価する。 カコ ネンカン シリョウ コウフ ウ バアイ ヒョウカ

												地域貢献度(災害協定)
（地域貢献度設定なし） チイキ コウケンド サイガイキョウテイ チイキ コウケンド セッテイ		△		4
(0)		4
(0)		1
(0)		1
(0)		関東地方整備局管内の事務所等との「災害協定締結の有無」を評価する。 カントウチホウセイビキョク カンナイ ジム ショ トウ サイガイ キョウテイ テイケツ ウム ヒョウカ

										小計 ショウケイ						25		25		25		25

						業務実施体制 ギョウム ジッシ タイセイ		業務実施体制の妥当性 ギョウム ジッシ タイセイ ダトウセイ						○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

						管理（主任）技術者の評価		資格・実績 シカク ジッセキ		資格要件 シカク ヨウケン		技術者資格 ギジュツシャ シカク		○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

										継続教育取組実績 ケイゾク キョウイク トリクミ ジッセキ		ＣＰＤの取得状況 シュトク ジョウキョウ		○		5		5		5		5

										業務経験 ギョウム ケイケン		同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		10		5		10		5		過去10年間で原則１件とする カコ ネンカン ゲンソク ケン

										若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		△				5				5		若手技術者を配置する場合、加点する。
 ワカテ ギジュツシャ ハイチ バアイ カテン

										小計 ショウケイ						15		15		15		15

								専任制 センニンセイ				手持ち業務量 テモ ギョウムリョウ		○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

						工程計画・技術的課題 コウテイ ケイカク ギジュツ テキ カダイ								○		60		60		60		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ										100		100		100		100







国土交通省
関東地方整備局

【趣旨】 関東地方整備局発注業務の受注実績が無い企業の参入機会の確保を目的として、企業･技術者の実績評価
を緩和し技術的課題を評価する評価方法の試行

【対象】総合評価落札方式（簡易型１：１）で発注する業務のうち、発注方式選定表青部記載の業務の種類において、本
試行を選択することができる。

【概要】企業・技術者の実績評価を緩和することにより、関東地方整備局発注業務の受注実績が無いことにより参入が
困難であった新規参入者の参入を促し、継続的な業務の担い手企業の裾野を拡げることを期待し、試行開始。
【R4.8～】
新規参入者の参入を更に促す取組として、「新規契約の有無」を評価。【R7.8～】

業務対象
○実施能力評価拡大型の試行対象
土木コン、測量、地質の３業種における総合評価（簡易型１：１）のうち、発

注方式選定表青部記載の業務の種類において下記事項を参考に選択する。
・不調・不落が多い業務
・地域の担い手確保が必要な業務

発注方式選定表

見直し(Ｒ７) 実施能力評価拡大型（新規契約の有無を評価）【R7.8～】

※発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会 業務・マネジメント部会（令和４年度第１回）
資料から加筆修正。 関東地方整備局では、価格競争方式を総合評価落札方式（簡易型）で運用

総合評価落札方式（簡易型1:1）「実施能力評価拡大型」の配点例

・参加表明書、技術提案書の提出は同時提出。
・企業・技術者の実績評価を緩和（成績・表彰の評価を省略）
・「実施方針・実施フロー・工程計画・その他」の項目については、
「工程計画・技術的課題」と変更し、資料作成の省力化。

・「企業の資格・実績」に「新規契約の有無」の項目を追加。
※各年度において、関東地方整備局発注業務の受注が無い企業に加点評価。

見直し案
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【企業の評価】
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同種・類似業務の実績 9
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技術部門登録 3

同種・類似業務の実績 4

地理的条件 10

地域貢献度(災害活動実績) 2

地域貢献度(災害協定) 1

新規契約の有無 5

25

15

【工程計画・技術的課題】 60

100

評価項目

入
札
参
加
者
を
指
名
す
る
た
め
の
基
準
/

技
術
点
を
算
出
す
る
た
め
の
基
準

小計

【管理（主任）技術者の評価】
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現行評価基準の例 新規評価基準（案）の例


⑤総合評価（実施能力評価拡大型（土木・地質）） (R６）

				総合評価落札方式（簡易型）（実施能力評価拡大型）土木コンサル・地質調査 ソウゴウ ヒョウカ ラクサツ ホウシキ カンイガタ ジッシ ノウリョク ヒョウカ カクダイ ガタ ドボク チシツ チョウサ

				評価項目 ヒョウカ コウモク								配点 ハイテン

				入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

						資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		3

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		9

								地理的条件 チリテキ ジョウケン		○		10

								地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		△		2

								地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		△		1



						小計 ショウケイ						25

						【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

						資格・実績 シカク ジッセキ						15

						小計 ショウケイ

						【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				○		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ						100



				評価項目 ヒョウカ コウモク								配点 ハイテン

				入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

						資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		3

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		4

								地理的条件 チリテキ ジョウケン		○		10

								地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		△		2

								地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		△		1

								新規契約の有無 シンキ ケイヤク ウム				5

						小計 ショウケイ						25

						【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

						資格・実績 シカク ジッセキ						15

						小計 ショウケイ

						【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				○		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ						100







						評価項目 ヒョウカ コウモク						配点 ハイテン

				入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

						資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		3

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		4

								地理的条件 チリテキ ジョウケン		○		10

								地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		△		2

								地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		△		1

								新規契約の有無 シンキ ケイヤク ウム				5

						小計 ショウケイ						25

						【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

						資格実績 シカク ジッセキ		技術者資格 ギジュツシャ シカク		○		4

								ＣＰＤの取得状況 シュトク ジョウキョウ		○		1

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		6

								若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		△		4

						資格・実績 シカク ジッセキ						15

						技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン		○		30						４÷１９×１３＝２．７３≒６				４÷１９×１３＝２．７３≒６

												-5						４÷１９×１３＝２．７３≒７				４÷１９×１３＝２．７３≒７

								優良業務表彰等の経験 ユウリョウ ギョウム ヒョウショウ トウ ケイケン		○		5						４÷１９×１３＝２．７３≒８				４÷１９×１３＝２．７３≒８

						小計 ショウケイ						35						４÷１９×１３＝２．７３≒９				４÷１９×１３＝２．７３≒９

						技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン		△

						小計 ショウケイ

						【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				○		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ						100

																								評価項目 ヒョウカ コウモク				現行配点（例） ゲンコウ ハイテン レイ		新規配点（例） シンキ ハイテン レイ

																						入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

																								資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		3		3

																										同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		9		4

																										地理的条件 チリテキ ジョウケン		10		10

																										地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		2		2

																										地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		1		1

																										新規契約の有無 シンキ ケイヤク ウム				5

																								小計 ショウケイ				25		25

																								【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

																								資格実績 シカク ジッセキ		技術者資格 ギジュツシャ シカク		4		4

																										ＣＰＤの取得状況 シュトク ジョウキョウ		1		1

																										同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		6		6

																										若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		4		4

																								資格・実績 シカク ジッセキ				15		15

																								技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン		30		30

																												-5		-5

																										優良業務表彰等の経験 ユウリョウ ギョウム ヒョウショウ トウ ケイケン		5		5

																								小計 ショウケイ				35		35

																								技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン

																								小計 ショウケイ

																								【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				60		60

																								配点の合計 ハイテン ゴウケイ				100		100





⑤総合評価（実施能力評価拡大型 （測量）） (R６～) 

				総合評価落札方式（簡易型）（実施能力評価拡大型）測量 ソウゴウ ヒョウカ ラクサツ ホウシキ カンイガタ ジッシ ノウリョク ヒョウカ カクダイ ガタ ソクリョウ

				評価項目 ヒョウカ コウモク				詳細項目 ショウサイ コウモク				評価の着目点 ヒョウカ チャクモクテン		必須：○
選択：△ ヒッス センタク		【測量】 ソクリョウ								備考 ビコウ

																地理的条件を数値化しない場合				地理的条件を数値化する場合



																若手技術者なし ワカテ		若手技術者あり ワカテ		若手技術者なし ワカテ		若手技術者あり ワカテ



				入札参加者を指名するための基準/技術点を算出するための基準技術点を算出するための基準		企業の評価 キギョウ ヒョウカ		資格・実績 シカク ジッセキ		資格要件 シカク ヨウケン		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

										業務経験 ギョウム ケイケン		同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		12
(25)		12
(25)		12		12		過去10年間で原則１件とする カコ ネンカン ゲンソク ケン

										地域性 チイキセイ		地理的条件
(地域貢献度設定なし) チリテキ ジョウケン チイキ コウケンド セッテイ		○						10
(13)		10
(13)		本店又は支店の有無により数値化する。 ホンテン マタ シテン ウム スウチカ

												地域貢献度(災害活動実績)
（地域貢献度設定なし） チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ チイキ コウケンド セッテイ		△		9
(0)		9
(0)		2
(0)		2
(0)		過去５年間に災害活動を証明する資料の交付を受けている場合に評価する。 カコ ネンカン シリョウ コウフ ウ バアイ ヒョウカ

												地域貢献度(災害協定)
（地域貢献度設定なし） チイキ コウケンド サイガイキョウテイ チイキ コウケンド セッテイ		△		4
(0)		4
(0)		1
(0)		1
(0)		関東地方整備局管内の事務所等との「災害協定締結の有無」を評価する。 カントウチホウセイビキョク カンナイ ジム ショ トウ サイガイ キョウテイ テイケツ ウム ヒョウカ

										小計 ショウケイ						25		25		25		25

						業務実施体制 ギョウム ジッシ タイセイ		業務実施体制の妥当性 ギョウム ジッシ タイセイ ダトウセイ						○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

						管理（主任）技術者の評価		資格・実績 シカク ジッセキ		資格要件 シカク ヨウケン		技術者資格 ギジュツシャ シカク		○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

										継続教育取組実績 ケイゾク キョウイク トリクミ ジッセキ		ＣＰＤの取得状況 シュトク ジョウキョウ		○		5		5		5		5

										業務経験 ギョウム ケイケン		同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		10		5		10		5		過去10年間で原則１件とする カコ ネンカン ゲンソク ケン

										若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		△				5				5		若手技術者を配置する場合、加点する。
 ワカテ ギジュツシャ ハイチ バアイ カテン

										小計 ショウケイ						15		15		15		15

								専任制 センニンセイ				手持ち業務量 テモ ギョウムリョウ		○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

						工程計画・技術的課題 コウテイ ケイカク ギジュツ テキ カダイ								○		60		60		60		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ										100		100		100		100






⑤総合評価（実施能力評価拡大型（土木・地質）） (R６）

				総合評価落札方式（簡易型）（実施能力評価拡大型）土木コンサル・地質調査 ソウゴウ ヒョウカ ラクサツ ホウシキ カンイガタ ジッシ ノウリョク ヒョウカ カクダイ ガタ ドボク チシツ チョウサ

				評価項目 ヒョウカ コウモク								配点 ハイテン

				入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

						資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		3

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		9

								地理的条件 チリテキ ジョウケン		○		10

								地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		△		2

								地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		△		1



						小計 ショウケイ						25

						【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

						資格・実績 シカク ジッセキ						15

						小計 ショウケイ

						【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				○		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ						100



				評価項目 ヒョウカ コウモク								配点 ハイテン

				入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

						資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		3

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		4

								地理的条件 チリテキ ジョウケン		○		10

								地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		△		2

								地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		△		1

								新規契約の有無 シンキ ケイヤク ウム				5

						小計 ショウケイ						25

						【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

						資格・実績 シカク ジッセキ						15

						小計 ショウケイ

						【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				○		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ						100







						評価項目 ヒョウカ コウモク						配点 ハイテン

				入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

						資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		3

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		4

								地理的条件 チリテキ ジョウケン		○		10

								地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		△		2

								地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		△		1

								新規契約の有無 シンキ ケイヤク ウム				5

						小計 ショウケイ						25

						【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

						資格実績 シカク ジッセキ		技術者資格 ギジュツシャ シカク		○		4

								ＣＰＤの取得状況 シュトク ジョウキョウ		○		1

								同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		6

								若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		△		4

						資格・実績 シカク ジッセキ						15

						技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン		○		30						４÷１９×１３＝２．７３≒６				４÷１９×１３＝２．７３≒６

												-5						４÷１９×１３＝２．７３≒７				４÷１９×１３＝２．７３≒７

								優良業務表彰等の経験 ユウリョウ ギョウム ヒョウショウ トウ ケイケン		○		5						４÷１９×１３＝２．７３≒８				４÷１９×１３＝２．７３≒８

						小計 ショウケイ						35						４÷１９×１３＝２．７３≒９				４÷１９×１３＝２．７３≒９

						技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン		△

						小計 ショウケイ

						【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				○		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ						100

																								評価項目 ヒョウカ コウモク				現行配点（例） ゲンコウ ハイテン レイ		新規配点（例） シンキ ハイテン レイ

																						入札参加者を指名するための基準/
技術点を算出するための基準 ニュウサツ サンカシャ シメイ キジュン ギジュツ テン サンシュツ キジュン		【企業の評価】 キギョウ ヒョウカ

																								資格
・
実績 シカク ジッセキ		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		3		3

																										同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		9		4

																										地理的条件 チリテキ ジョウケン		10		10

																										地域貢献度(災害活動実績) チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ		2		2

																										地域貢献度(災害協定) チイキ コウケンド サイガイキョウテイ		1		1

																										新規契約の有無 シンキ ケイヤク ウム				5

																								小計 ショウケイ				25		25

																								【管理（主任）技術者の評価】 カンリ シュニン ギジュツシャ ヒョウカ

																								資格実績 シカク ジッセキ		技術者資格 ギジュツシャ シカク		4		4

																										ＣＰＤの取得状況 シュトク ジョウキョウ		1		1

																										同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		6		6

																										若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		4		4

																								資格・実績 シカク ジッセキ				15		15

																								技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン		30		30

																												-5		-5

																										優良業務表彰等の経験 ユウリョウ ギョウム ヒョウショウ トウ ケイケン		5		5

																								小計 ショウケイ				35		35

																								技術力 ギジュツリョク		業務成績評点 ギョウム セイセキ ヒョウテン

																								小計 ショウケイ

																								【工程計画・技術的課題】 コウテイ ケイカク ギジュツテキ カダイ				60		60

																								配点の合計 ハイテン ゴウケイ				100		100





⑤総合評価（実施能力評価拡大型 （測量）） (R６～) 

				総合評価落札方式（簡易型）（実施能力評価拡大型）測量 ソウゴウ ヒョウカ ラクサツ ホウシキ カンイガタ ジッシ ノウリョク ヒョウカ カクダイ ガタ ソクリョウ

				評価項目 ヒョウカ コウモク				詳細項目 ショウサイ コウモク				評価の着目点 ヒョウカ チャクモクテン		必須：○
選択：△ ヒッス センタク		【測量】 ソクリョウ								備考 ビコウ

																地理的条件を数値化しない場合				地理的条件を数値化する場合



																若手技術者なし ワカテ		若手技術者あり ワカテ		若手技術者なし ワカテ		若手技術者あり ワカテ



				入札参加者を指名するための基準/技術点を算出するための基準技術点を算出するための基準		企業の評価 キギョウ ヒョウカ		資格・実績 シカク ジッセキ		資格要件 シカク ヨウケン		技術部門登録 ギジュツ ブモン トウロク		○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

										業務経験 ギョウム ケイケン		同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		12
(25)		12
(25)		12		12		過去10年間で原則１件とする カコ ネンカン ゲンソク ケン

										地域性 チイキセイ		地理的条件
(地域貢献度設定なし) チリテキ ジョウケン チイキ コウケンド セッテイ		○						10
(13)		10
(13)		本店又は支店の有無により数値化する。 ホンテン マタ シテン ウム スウチカ

												地域貢献度(災害活動実績)
（地域貢献度設定なし） チイキ コウケンド サイガイカツドウジッセキ チイキ コウケンド セッテイ		△		9
(0)		9
(0)		2
(0)		2
(0)		過去５年間に災害活動を証明する資料の交付を受けている場合に評価する。 カコ ネンカン シリョウ コウフ ウ バアイ ヒョウカ

												地域貢献度(災害協定)
（地域貢献度設定なし） チイキ コウケンド サイガイキョウテイ チイキ コウケンド セッテイ		△		4
(0)		4
(0)		1
(0)		1
(0)		関東地方整備局管内の事務所等との「災害協定締結の有無」を評価する。 カントウチホウセイビキョク カンナイ ジム ショ トウ サイガイ キョウテイ テイケツ ウム ヒョウカ

										小計 ショウケイ						25		25		25		25

						業務実施体制 ギョウム ジッシ タイセイ		業務実施体制の妥当性 ギョウム ジッシ タイセイ ダトウセイ						○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

						管理（主任）技術者の評価		資格・実績 シカク ジッセキ		資格要件 シカク ヨウケン		技術者資格 ギジュツシャ シカク		○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

										継続教育取組実績 ケイゾク キョウイク トリクミ ジッセキ		ＣＰＤの取得状況 シュトク ジョウキョウ		○		5		5		5		5

										業務経験 ギョウム ケイケン		同種・類似業務の実績 ドウシュ ルイジ ギョウム ジッセキ		○		10		5		10		5		過去10年間で原則１件とする カコ ネンカン ゲンソク ケン

										若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		若手技術者 ワカテ ギジュツシャ		△				5				5		若手技術者を配置する場合、加点する。
 ワカテ ギジュツシャ ハイチ バアイ カテン

										小計 ショウケイ						15		15		15		15

								専任制 センニンセイ				手持ち業務量 テモ ギョウムリョウ		○		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ		参加の適否 サンカ テキヒ

						工程計画・技術的課題 コウテイ ケイカク ギジュツ テキ カダイ								○		60		60		60		60

						配点の合計 ハイテン ゴウケイ										100		100		100		100
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